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１．１ 背景 

本市は、昭和34年 9月伊勢湾台風や昭和47年 7月豪雨、平成12年 9月東海豪雨など、

市民の生命や財産に大きな被害をもたらした大雨災害にたびたび見舞われてきました。

また、明治 24 年 10 月濃尾地震や昭和 19 年 12 月東南海地震、昭和 20 年 1 月三河地震な

どの地震被害も受けてきました。 

また、近年は気候変動の影響で風水害が激甚化・頻発化する傾向にあり、平成 26 年 8

月の広島市における土砂災害、平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による浸水被害は記憶に新

しいところです。一方、平成 26 年 2 月には、本市が大雪によって家屋損壊や断水・停電

などの被害に見舞われました。 

本市においては、豊田市地域防災計画の見直しを毎年着実に実施するとともに、第 7

次豊田市総合計画（平成 20 年度から平成 28 年度）に基づき、命を守る安全・安心都市

の実現をめざして、「大規模災害に強いまちづくり」や「自助・共助・公助による地域防

災力の向上」に取り組んでいます。 

さらに、国が平成 25 年 12 月に南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法を施行し、愛知県が平成 26 年 5 月に第 3 次あいち地震対策アクションプランを

公表する中、本市は豊田市業務継続計画（BCP）の策定（平成 24 年）や豊田市防災基本

条例の制定（平成 25 年 10 月）などに取り組んできました。 

しかし、本市では、南海トラフ地震の発生が危惧されることや、近年、気候変動の影

響に伴う台風の激化や極地的な大雨の頻発、市街化の進行などにより、浸水、土砂災害、

大雪などの自然災害のリスクも高まっています。 

そこで、地震被害については、本市の地域特性を踏まえて地震被害予測調査を独自に

実施するとともに、風水害や大雪被害の実績をもとに気候変動への「適応」の視点も踏

まえて、豊田市地域防災計画の実効性を高めるために、自然災害全般を対象とした災害

対策推進計画を策定することとしました。 
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１．２ 目的 

豊田市防災基本条例で定めた災害対策の基本的な事項を実現し、南海トラフ地震

や、近年激化・頻発化する風水害など、あらゆる自然災害から市民の生命・財産を

守り、安全で安心して暮らすことのできるまちを築くためには、自然災害対策に関

する事業を着実に推進するとともに、自助、共助、公助の理念に基づき、市民、事

業者及び市が相互に連携・共働し、継続して防災対策及び減災対策に取り組んでい

くことが重要です。 

そのために、以下を目的として、災害対策推進計画を取りまとめました。 

 

○自然災害発生のリスクや各種計画で定められた事業を含め、各課でこれまで取り組

んできた施策、事業を体系的に整理し、地域防災計画で定められた災害対策の実効

性を高めること。 

 

○本市は、わが国の工業製品出荷額第 1 位の愛知県においてその約 3 割を担っている

ため、本市が災害によって機能停止した場合、本市自身や愛知県のみならず日本経

済に与える影響が大きいため、被害を 小限に減災すること。 

 

○老若男女や国籍等に関わらず自助・共助に取組み、市民、事業者、市の適切な役割

分担の下、市の災害対策の更なる充実を図ること。 

 

○策定に向けて検討されている、第８次豊田市総合計画との整合を図り、長期的な視

点で着実に災害対策に関する事業を推進すること。 
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２．１ 豊田市災害対策推進計画と関連法律・計画等との関連 

豊田市災害対策推進計画と関連法律・計画等との関連を以下に示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 豊田市災害対策推進計画と関連法律・計画等との関連イメージ図 
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２．２ 計画期間 

  平成２８年度～平成３６年度 
 

２．３ 対象とする災害 

・南海トラフにおいて想定される地震（H27.8 豊田市地震被害予測結果公表） 

・風水害（水害、土砂災害） 

・大雪による災害 

 

２．４ 計画の構成 

豊田市災害対策推進計画では、計画期間に達成すべき減災目標を設定します。 

施策体系の構成にあたっては、５つの対策の柱を設定し、それを具体の内容で細分した

３４の推進項目、９４の取組項目を体系化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１） 減災目標 

 

【人的被害】 
  地震被害・風水害・大雪被害における死者数ゼロを目指します。 

【建物被害】 

  地震による建物の全壊・焼失棟数半減を目指します。 

   
１）地震 豊田市地震被害予測結果に対して「減災目標」を設定 

  【過去地震最大モデル】※１ 

 

 

 

人的被害 死者数 ３１人  →  ０人 １０割減 

建物被害 建物の全壊・焼失棟数 ６７７棟 → 約３４０棟 約 ５割減 

《５つの対策の柱》 

１ 命を守る 

２ 生活を守る 

３ 社会機能を守る 

４ 迅速な復旧・復興を目指す 

５ 防災力を高める 

推進項目（中分類）（３４） 

減災目標 

重点取組項目（４３） 

個別事業 

対策の柱（大分類）

取組項目（小分類）（９４） 
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  【理論上最大想定モデル】※２ 

 

 

 

 

２）風水害・大雪災害 

 

 

※１ 過去地震最大モデル：過去に南海トラフで繰り返し発生している地震のうち、発生し

たことが明らかで規模の大きい 5つの地震を重ね合せたモデル 

※２ 理論上最大想定モデル：南海トラフで発生する恐れのある地震のうち、あらゆる可能

性を考慮した最大クラスの地震を想定したモデル 

（２） 対策の柱 

いかなる災害においても、まず守るべきものは「命」であり、次のステップとして、

「生活」を守り「社会機能」を維持することが重要です。そして、これらを守った上

で、その後の迅速な復旧・復興を目指します。また、それらを実現するために、防災

力を高める取組や体制が重要です。こうしたことから、豊田市災害対策推進計画の柱

として５つの柱を位置付けます。 
 

 １）命を守る 

   強い揺れに伴う建物の倒壊及び屋内外の転倒物、浸水、崖崩れなどの土砂災害、火

災など、地震を始めとする自然災害全般による直接的な被害から市民の生命を守るた

めに必要なハード対策・ソフト対策を着実に推進します。また、救急・救助活動の不

足による被害、断水や交通機能の障害等に伴う被害などの二次的な要因から生命の安

全を確保するために必要な、あらゆる分野の対策を推進します。 
 

 ２）生活を守る 

   生活に必要な医療・介護の確保・提供に係る取組、教育の確保・提供に係る取組、

生活環境の維持に係る取組など、発災直後からの市民の生活を守るために必要な対策

を推進します。 
 
  ３）社会機能を守る 

   災害対応にあたる行政機能の確保、治安の維持に必要な機能の確保に関する対策を

確実に推進するとともに、ライフラインや交通など社会基盤の確保や、企業の経済活

動の継続などに必要な対策を推進します。 

 
 ４）迅速な復旧・復興を目指す 

   市街地・集落や居住環境、産業、暮らしの迅速な復旧・復興を図るため、平常時か

ら復興組織や復興計画等の事前準備を具体化し、復興体制を構築するなど、迅速な復

旧・復興を目指し、事前に取り組むべき対策を推進します。 
 

人的被害 死者数 １８４人  →  ０人 １０割減 

建物被害 建物の全壊・焼失棟数 ３，９３３棟→約１，９００棟 約 ５割減 

人的被害 死者数      ０人 １０割減 
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  ５）防災力を高める 

   １～４の内容を実現するためには市民一人ひとりに対する意識啓発、災害対応に携

わる人材に対する研修や訓練、災害対応を効果的に実施するための施設・設備・空間・

情報、連携や研究などの枠組や制度が必要であり、こうした社会の防災力を高める取

組を推進します。 

（３） 施策体系 

 

対策の柱（大分類）        推進項目（中分類） 

1.命を守る 

1-1 地震動から命を守る 

1-2 水害から命を守る 

1-3 火災から命を守る 

1-4 地盤災害等から命を守る 

1-5 危険物等から命を守る 

1-6 救急・救助活動により命を守る 

1-7 災害医療活動により命を守る 

1-8 安否不明状態を解消する 

 

2.生活を守る 

2-1 心と体の健康を守る 

2-2 介護機能を守る 

2-3 生活環境を守る 

2-4 水・食料・物資不足から生活を守る 

2-5 山地災害（土砂・大雪）から生活を守る 

2-6 避難所等での生活を守る 

2-7 二次災害から生活を守る 

2-8 仮設住宅・一時的な転居先での生活を守る 

2-9 帰宅困難者等を支援する 

2-10 教育を守る 

 

3.社会機能を守る 

3-1 行政機能を守る 

3-2 治安を守る 

3-3 ライフライン機能を守る 

3-4 交通・物流・食料供給機能を守る 

3-5 遺体への適切な対応を守る 

3-6 ものづくりを守る 

 

4.迅速な復旧 

・復興を目指す 

4-1 復興方針・体制づくりを進める 

4-2 災害廃棄物等の円滑な処理を進める  

 

5.防災力を高める 

5-1 教育啓発・人材育成により市民の防災力を高める 

5-2 教育啓発・人材育成により次世代の防災力を高める 

5-3 教育啓発・人材育成により消防団の防災力を高める 

5-4 教育啓発・人材育成により市職員の防災力を高める 

5-5 教育啓発・人材育成によりボランティアの防災力を高める 

5-6 物資・設備・空間の充実により防災力を高める 

5-7 災害情報の充実により防災力を高める 

5-8 仕組み・制度の構築により防災力を高める 

※愛知県と本市が役割分担と連携して災害対策事業を効果的に推進するために、「第 3 次あいち

地震対策アクションプラン」の施策体系を準用しています。
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３．１ 地震 
 

本市に被害を及ぼすと考えられる地震は、海溝型地震では、「想定東海地震」、「想

定東南海地震」、「想定東海地震と想定東南海地震の連動」、「南海トラフ地震」等が想

定されます。直下型地震では猿投－境川及び猿投山北断層が想定されます。 
本市では、国や県の「南海トラフ地震」に係る被害想定を参考に、「過去地震 大

モデル」「理論上 大想定モデル」の２つのモデルについて、小中学校区や支所管轄

区域ごとに被害数値を算出するなど、地域特性を考慮した地震被害予測を独自に実施

し、平成２７年８月に公表しました。 
本市では、この被害予測結果に基づき、具体的な災害対策を実施していきます。 
 
以下の２つのモデルを今後対策が求められる地震のモデルとして位置づけます。 

（１） 過去地震最大モデルの地震（愛知県(2014)モデル） 
 

南海トラフでは約 100～150 年の間隔で大地震が発生しており、昭和東南海地震（1944 年）、

昭和南海地震（1946 年）が起きてから約 70 年が経過しているため、南海トラフにおける次

の地震発生の可能性が高まってきています。 

本市は、対象とする地震のひとつとして、南海トラフで繰り返し発生している地震・津波

のうち、発生したことが明らかで規模の大きいもの（1707 年宝永地震、1854 年安政東海地震、

1854 年安政南海地震、1944 年昭和東南海地震、1946 年昭和南海地震の 5 地震）を重ね合わ

せたモデル（愛知県(2014)で検討された「過去地震 大モデル」）を想定しました。これは、

南海トラフで発生する地震のうち、既往 大と言われる 1707 年の「宝永地震」（M8.6）は、

約 300 年前に発生しており、その発生間隔はおよそ 300～600 年と言われていることから、宝

永クラスの地震をベースに、1854 年安政東海地震（M8.4）、1854 年安政南海地震（M8.4）、1944

年昭和東南海地震（M7.9）、1946 年昭和南海地震（M8.0）の揺れを網羅できるように設定し

たモデルです。 

この震源及び波源モデルは、愛知県が内閣府と方針等について相談しながら検討した独自

モデルであり、全体の地震規模等については、現在内閣府にて検討中です。 

 

（２） 理論上最大想定モデルの地震（内閣府(2011)モデル） 
 

国は、戦後 大の甚大な被害をもたらした平成 23 年 3 月の東日本大震災を教訓として、南

海トラフで発生する恐れのある地震・津波のうち、これまでの想定をはるかに超える巨大な

地震として、「あらゆる可能性を考慮した 大クラスの地震・津波」を想定しました。 

「あらゆる可能性を考慮した 大クラスの地震・津波」は、千年に一度あるいはそれより

もっと発生頻度が低いものでありますが、「命を守る」ことを基本とし、被害の 小化を主眼

とする「減災」を対策の基本的な方向性としています。 

本市においても同様に、特に「命を守る」という観点で想定外をなくすことを念頭に地震

対策を講じることが不可欠であることから、あらゆる可能性を考慮した 大クラスの地震モ

デル「理論上 大想定モデル」を設定しました。 

理論上 大想定モデルの地震について、内閣府では、5 つのケースにより検討が行われてい

ますが、本計画では、愛知県(2014)でも検討しており、本市に影響の大きい陸側ケースを用

いました。 
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３．２ 震度分布 
（a）過去地震最大モデル 

 
豊田市（2015）の結果 

 
愛知県（2014）の結果 

図 過去地震最大モデルの地震の震度分布図の比較 
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（b）理論上最大想定モデル 

  
豊田市（2015）の結果 

 
愛知県（2014）の結果 

図 理論上最大想定モデルの地震の震度分布図の比較 
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３．３ 液状化危険度予測結果 
（a）過去地震最大モデル 

 
豊田市（2015）の結果 

 
愛知県（2014）の結果 

図 過去地震最大モデルの地震の液状化危険度分布図の比較 
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（b）理論上最大想定モデル 

 
豊田市（2015）の結果 

 
愛知県（2014）の結果 

図 理論上最大想定モデルの地震の液状化危険度分布図の比較 
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３．４ 建物被害 

  過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル
東海・東南海連動 

愛知県（2002） 

項目 被害区分 冬・夕方 冬・夕方 夕方 

地震動 
全壊 502 2,326 ―
半壊 4,405 8,367 ―

液状化 
全壊 25 25 ―
半壊 155 149 ―

急傾斜

地等

全壊 108 110 ―
半壊 253 256 ―

火災※ 焼失 41（8） 1,472（20） 約 20 

建物被

害総数 

全壊・焼失 677 3,933 約 620（内焼失約 20）

半壊 4,813 8,772 約 3,200 

ブロック塀等転倒数 646 1,135 －
屋外落下物が発生す
る建物数 

10 81 － 

    ※（ ）炎上出火件数 

 

３．５ 人的被害 

  

 
 過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル

東海・東南海連動

 愛知県（2002） 

項目 被害区分 冬・深夜 冬・夕方 冬・早朝 

建物倒壊等 
死者数 23 94 -

(7) (7)

（うち屋内転倒 重傷者数 51 152 -

屋内落下物） (46) (41)

 軽傷者数 759 885 -

 (223) (277)

急傾斜地崩壊等 死者数 7 7 -

 重傷者数 5 5 -

 軽傷者数 5 5 -

火災 死者数 1 83 -

 重傷者数 0 36 -

 軽傷者数 1 94 -

ブロック塀の転 死者数 0 0 -

屋外落下物 重傷者数 0 4 -

 軽傷者数 0 6 -

死傷者数合計 

死者数 31 184 約 10

重傷者数 56 197
約 760

軽傷者数 764 990

自力脱出困難者 210 654 -
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３．６ ライフライン被害（冬・夕方発災） 
 過去地震最大モデル 東海・東南海連動  

備考 

母数 

機能支障 

直後 １日後 ７日後 １ヶ月

後 

母数 直後 

上水道 約 432,000 人 
約393,000人 

91％ 

約327,000人

76％ 

約179,000人

42％ 

－ 

－ 

143,300戸

－ 

約30,000戸

－ 

上段：断水人口

下段：断水率 

下水道 約 276,000 人 
約7,700人 

3％ 

約222,000人

81％ 

約1,500人 

1％ 

－ 

－ 

－ 

－ 

約800人 

－ 

上段：下水道機

能支障人口 

下段：機能支障

率 

電力 約 224,000 戸 
約199,000戸 

89％ 

約180,000戸

80％ 

約100戸 

0％ 

－ 

－ 

143,300戸

－ 

約23,190口

－ 

上段：停電戸数

下段：停電率 

固定 

電話 
約 57,000 件 

約 51,000 

89％ 

約 46,000

80％ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

約 4,100 件

－ 

上段：不通回線

数 

下段：不通回線

率 

携帯 

電話 

（注） 

－ 
－ 

－ 

80％ 

A 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

上段：停波基地

局率 

下段：不通ラン

ク 

都市 

ガス 
約 65,000 戸 － － － － － 約 9,500 戸

 

LP 

ガス 
約71,000 世帯 

約 3,100 世帯 

4％ 

－ 

－ 

約 2,610 戸

－ 

上段：機能支障

世帯数 

下段：機能支障

率 

（注）携帯電話に関する注記 

停波基地局率には、停電による停波と物理的被害よる固定電話の不通を含む。 

＜携帯電話の不通ランク＞ 

ランク A：停電による停波基地局率と物理的被害に基づく固定電話不通回線率の少なくとも一方が

50％を超える。 

ランク B：停電による停波基地局率と物理的被害に基づく固定電話不通回線率の少なくとも一方が

40％を超える。 

ランク C：停電による停波基地局率と物理的被害に基づく固定電話不通回線率の少なくとも一方が

30％を超える。 

－   ：上記ランク A,B,C のいずれにも該当しない。 
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３．７ 避難者数（冬・夕方発災）          

 過去地震最大モデル 東海・東南海連動 

 １日後 １週間後 １ヶ月後 １日後 

避難者総数 4,000人 47,345人 4,000人 
約 1,240 人（自宅建物被害） 

約 11,000 人（ライフライン支障） 

避難所避難者数 2,400人 23,672人 1,200人 ― 

避難所外避難者数 1,600人 23,672人 2,800人 ― 

 
３．８ 帰宅困難者数（平日・12 時発災） 

 
３．９ 被害予測結果を踏まえた今後の対応について 
 

・過去地震最大モデルの地震への対応方針 

過去における南海トラフでの地震の発生頻度は、約 100 年～150 年の間隔で繰

り返しており、発生確率の高さと被害の予測数値が明らかであることから、避難

所や備蓄品など、定量的な目標を伴う地震対策を進める上で、まず対策を進める

べき基本的な被害予測として位置付けます。 

・理論上最大想定モデルの地震への対応方針 

千年に一度の発生頻度であるものの、建物・人的被害が大きく予想されること

から、少なくとも命を守ることを目指して、被害の軽減対策を進める上での被害

予測として位置付けます。 

・被災地全体を踏まえた豊田市の対応 

今後、豊田市は自立的な災害対応が求められます。更に、被害が大きい他市町

村への直接支援や全国からの支援活動拠点としての役割が期待されることから、

被災地全体を踏まえた広域的な視点による災害対策を推進していくこととしま

す。 
 
３．１０ 地震対策において重点的に取り組む項目 

本市の被害想定結果を踏まえた防災課題と重点的に取り組む事項について以下

に整理します。 
過去地震 大モデルの地震を前提に記載していますが、理論上 大想定モデルに

ついても特徴的な課題を記載し、２つの被害予測の違いと本市の特性を踏まえた上

で、ハード対策とソフト対策の両面において「自助」「共助」「公助」が機能する

共働による災害対策の更なる充実を図っていきます。 

 過去地震最大モデル 東海・東南海連動 

 職場や学校などに

留まることが 

可能な者 

私用等の目的で外

出している者 
計 計 

帰宅困難者数 
約37,000人～ 

約40,000人 

約11,000人～ 

約13,000人 

約48,000人～ 

約53,000人 
約 60,000 人 

うち豊田市駅周辺 
約2,500人～ 

約2,600人 
約1,700人 

約4,100人～ 

約4,300人 
― 
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【課題-1 強い揺れによる被害】 
市内の震度は概ね震度 5 強～6 弱、一部が 6 強程度であり、市内全体での被害は、愛知

県の中では比較的軽微と予想されます。しかしながら、市の中心部であり、市庁舎をはじ

め市街地が集積する南西部での揺れが強いため、倒壊等の壊滅的な被害には至らずとも、

旧耐震基準で建てられた建物の多くに全壊及び焼失の被害が生じると予想されます。 

また、屋内での家具転倒や落下物等によるものや、火災によるものも含め、死者も発生

することが予想されます。 

市東部の山間部での揺れは震度 5 強以下で、揺れによる直接的な被害は軽微なものと予

想される一方、斜面崩壊等による被害や、道路の途絶等による孤立・生活困難等が予想さ

れます。理論上 大想定モデルでは、市街地である市南西部で震度 6 強の揺れとなること

から、揺れ及び火災の延焼による建物被害が大きくなり人的被害も増えると予想されます。 

いずれのケースにおいても、市役所や消防本部、病院等、災害対応の拠点が集中し、豊

田市駅等も立地する市街地を中心に被害を受けることから、災害対応に混乱が発生するこ

とに注意が必要と考えられます。 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目

旧耐震基準で建てられた建物の多くに全壊等の被
害が生じます。 

住宅の耐震化の促進 1-1-1 

屋内での家具転倒や落下物により人的被害が発生
します。 

家具等の転倒防止対策の促進 1-1-3 

旧耐震基準で建てられた建物の多くに全壊及び焼
失の被害が生じ、火災による人的被害も発生しま
す。 

出火防止・初期消火・延焼防
止対策の推進 

1-3-3 

消防水利等の整備・充実 1-3-4 

斜面崩壊等による直接被害や、道路の途絶等によ
る孤立・生活困難等が発生します。 

土砂災害対策の推進 1-4-1 

山地災害対策の推進 1-4-2 

中山間地域における(集落)孤
立化への対策の推進 

2-5-1 

 
【課題-2 ライフライン停止に伴う生活困難】 

市内における壊滅的な被害は免れる一方で、ライフラインに関しては、市外も含めた被

災地全体の被害状況にも影響されます。地震発生直後～1 日後の間は、市内のほとんどで

電力・上下水道・ガス・通信ともに利用困難な状態となります。また、揺れ・液状化とも

に大きな被害を発生させるものではなく、点検作業及び仮復旧に必要な人工量が膨大なも

のとはならないと予想される一方、津波被害が甚大な沿岸部や名古屋市等の都市部におい

て、多数の応援の人材・資機材が必要となることが予想されます。そのため、被災地全体

で見れば被害量が軽微な本市においては、相対的に応援等の人材・資機材が期待できませ

ん。加えて、本市は面積が広く、点検対象となる管路・電線・電柱の延長が長いことから、

ライフラインの供給が安定するまでには、一週間以上の期間を要することが予想されます。 

理論上 大想定モデルの地震の場合について、ライフライン被害は定量的には求めてい

ませんが、本市内のライフライン被害そのものも甚大なものとなると予想されます。一方

で、沿岸部市町村の津波被害等も更に深刻であるため、応援の人材・資機材不足の可能性

は更に強まり、本市内の復旧作業も遅れることが予想されます。 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目

地震発生直後～1 日後の間は、市内のほとんど
で電力・上下水道・ガス・通信ともに利用困難
な状態となります。 

家庭内備蓄の促進 2-4-1 
初動時に必要な災害救助用備蓄
物資の確保 

2-4-2 

食料・生活必需品確保のための
耐震性備蓄倉庫整備の推進 

2-4-3 

ライフライン被害の復旧に際して、津波被害が
甚大な沿岸部や名古屋市等の都市部において、
多数の応援の人材・資機材が必要となることや、
本市は、面積が広く、点検対象となる管路・電
線・電柱の延長が長いことから、ライフライン

ライフライン関係機関との連携
の推進 

3-3-1 

避難所の停電対策整備及び普及
啓発 

2-6-3 

災害用便槽の整備及び普及啓発 2-6-5 
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の供給が安定するまでには一週間以上の期間を
要することが予想されます。 

水道施設の耐震化の推進 3-3-2 

下水道施設の長寿命化の推進 3-3-3 

【課題-3 多数の負傷者・自力脱出困難者の発生】 
市街地が集積する南西部で震度 6 弱の揺れとなり、建物被害や屋内での転倒・落下物等

によって多数の負傷者や自力脱出困難者の発生が予想されます。重篤患者は多くはないと

予想されますが、一部の比較的大きな病院に負傷者が集中し過ぎて対応が遅れる等の事態

が発生しないよう、地域の診療所等も含めた救急救命活動が求められます。また、停電や

断水等により、入院患者の治療に影響が出ることも考慮すべきです。 
また、多数の負傷者及び自力脱出困難者について、市街地での道路渋滞等によって、救

急搬送の遅延も予想されます。 
理論上 大想定モデルでは、建物倒壊や火災等によって、死者も含め多くの人的被害が

予想されます。 
想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

建物被害や屋内での転倒・落下物等によって多

数の負傷者や自力脱出困難者の発生が予想され

ます。 

住宅の耐震化の促進 1-1-1 

家具等の転倒防止対策の促進 1-1-3 

負傷者が一部の比較的大きな病院に集中し過ぎ

て対応が遅れる等の事態が発生する可能性があ

ります。また、停電や断水等により、入院患者

の治療に影響が出る事も想定されます。 

災害時救急・救助体制の強化 1-6-2 

災害医療調整機能の強化 1-7-1 

 
【課題-4 渋滞等による移動困難】 

比較的強い揺れが予想される南西部では、一部で道路の途絶も考えられます。また、東

名高速道路・新東名高速道路・伊勢湾岸自動車道・東海環状自動車道はいずれも一時的に

通行規制され多くの車両が一般道に流入すると予想されることから、本市内の道路は渋滞

することが予想されます。幹線道路は、沿岸部市町村等の被害の大きな地域へのアクセス

にも利用されることから、多数の車両が流入することも更に渋滞を激しくする原因になる

と考えられます。 
そのため、物資輸送や広域応援の受援、また市内からの負傷者・広域避難者の搬送等が

効率的に行われず、地震後のインフラ等の復旧作業や避難者への物資供給等が遅延する可

能性があります。 
想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

強い揺れが予想される南西部では、一部で道路の

途絶も考えられます。また、高速道路が一時的に

通行規制されることや、幹線道路が被害の大きな

沿岸市町村へのアクセスに利用されるため、多数

の車両が流入して激しい渋滞が発生し、物資や負

傷者の搬送等が遅延することが想定されます。 

緊急輸送道路等の災害対策の

推進 
3-4-1 

 
【課題-5 自動車関連製造業の停止】 

市内には至る所に自動車関連の製造工場が立地していますが、ライフラインの停止及び

道路の大渋滞により、工場の機能低下及び部品・製品の入荷・出荷困難に伴い、ほぼ業務

が停止すると予想されます。 
市内の多くの就労者が、関連する業務に従事していることから、被害が軽微な一方で収

入が低下する世帯が発生することも懸念されます。 
このことは、本市の税収入の低下等、本市の将来にも影響しますが、我が国全体にとっ

ても大きな経済的損失につながることが予想されます。 
想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

道路の大渋滞により、部品・製品の入荷・出荷が困 緊急輸送道路等の災害対策 3-4-1 
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難となり、多くの企業の業務が停止します。 の推進 

多くの企業の業務が停止することにより、市内の就

労者の収入が低下し、本市の税収入も低下します。

平常時からの事業者への啓

発の実施 
3-6-1 

事業所による防災対策の促

進 
3-6-2 

 

【課題-6 本市の自立した対応の必要性】  
本市の南西部で強い揺れや液状化等が発生し、建物の全半壊や火災、死傷者の発生とい

った被害が予想されます。ライフラインも数日から数週間以上にわたって途絶し、生活が

困難となる事態が予想されます。 
その一方で、南海トラフ地震については、愛知県内の他市町村及び他県において、更に

深刻な被害が予想されています。震度６強以上の強い揺れや、沿岸部では津波による浸水

により、膨大な建物が倒壊・流失し、これらに巻き込まれることで多数の死者・行方不明

者が発生します。道路も途絶し、救助や消火等の緊急対応も困難を極めることが予想され

ます。 
被災地全体がこのような状況にある中で、本市の被害は比較的軽微です。そのため、国

及び被災地外からの応援人員や物資等は、必然的に被害が深刻な他市町村への支援を中心

として展開されると考えられます。 
そのため、少なからず直接被害を受け、またライフラインの途絶等で生活上の支障を抱

えている本市においては、まず本市自らで対応することが大前提となります。本市及び市

内の防災関係機関が全力で対応に当たるための準備を怠らないことはもちろんですが、市

民も日頃からの減災対策に取り組み、災害時には協力して被害の拡大防止と、生活環境の

確保を図ることが重要です。 
加えて、被害が大きい他市町村への直接支援、また全国からの応援が効率的に沿岸部等

へアクセスし、活動を行うための支援拠点としての役割も、本市には期待されることが想

像されます。 
できる限り本市の被害を軽減し、被害の大きな他市町村を支援することが可能となるよ

うな市行政及び市民としての自助力・共助力の強化が必要となります。 
想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目

愛知県内の他市町村及び他県において、更に深刻な

被害が予想されている中で、本市の被害は比較的軽

微であるため、国及び被災地外からの応援人員や物

資等は、必然的に被害が深刻な他市町村への支援を

中心として展開されます。そのため、少なからず直

接被害を受け、またライフラインの途絶等で生活上

の支障を抱えている本市においては、まず本市自ら

で対応することが大前提となります。 

市庁舎等の燃料、物資や資機材

の調達体制、配備状況の見直し
3-1-2 

防災拠点施設の非常用電源設備

の確保 
3-1-6 

本市には、被害が大きい他市町村への直接支援、ま

た全国からの応援が効率的に沿岸部等へアクセス

し、活動を行うための支援拠点としての役割も期待

されます。 

広域的な応援体制の充実 5-8-1 

災害対策本部体制の見直し 5-8-2 

受援計画の策定及び防災活動

拠点の見直し、確保 
5-6-1 

防災教育の充実 5-2-1 

消防団等の活動充実・強化 5-3-1 

防火・防災の指導者育成 5-1-1 

防火・防災の啓発 5-1-2 
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４．１ 風水害 

（１） 河川氾濫による浸水予測  

    矢作川流域で 150 年に 1 度規模の豪雨が発生すると、挙母地区や上郷地区が広く浸

水し、市役所付近でも水深 5.5m 程度の浸水に見舞われることが予測されています。

また、その他の河川（籠川、巴川、逢妻女川、逢妻男川等）でも浸水の恐れがありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 豊田市洪水ハザードマップ（平成１６年３月） 
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※参考 河川ごとの想定条件及び対象地区 

 

（２） 土砂災害警戒区域等指定箇所数 

※平成２８年５月２７日現在 

 

（３） 土砂災害危険箇所数（平成１４年公表数） 

    土石流危険渓流      ２，０９５箇所 
    急傾斜地崩壊危険箇所   ３，１８７箇所 
    地すべり危険箇所        １５箇所 
    合計           ５，２９７箇所 

 

（４） 本市の風水害の状況 

・豊田市の降水量は、豊田観測局で年平均 1,432.1mm（昭和 56 年～平成 22 年の平

均値）、日降水量の 大値は 217 ㎜、1 時間降水量の 大値は 61 ㎜（いずれも平成

12 年 9 月 11 日：東海豪雨）、稲武観測局で年平均 1,957.3mm（昭和 56 年～平成 22

年の平均値）、日降水量の 大値は 245 ㎜、1時間降水量の 大値は 70 ㎜（いずれ

も平成 12 年 9 月 12 日：東海豪雨）です。 

・日本の国土は、地震災害だけでなく、毎年のように風水害に見舞われています。

近年は気候変動の影響で風水害が激化・頻発化する傾向にあります。過去、本市で

は伊勢湾台風による台風被害、昭和 47 年 7 月の集中豪雨災害、平成 12 年 9 月の東

海豪雨災害による河川氾濫及び土砂災害を経験しています。 

 

対象河川 管理者 
洪水防御に関する計画の基本

となる降雨 
地区 

矢作川 国 １／１５０年 挙母、高橋、上郷、猿投、石野 

籠川 

県 

１／５０年 
猿投 

伊保川 保見 

逢妻女川 
１／１００年 

挙母、高岡 

逢妻男川 挙母、高岡 

安永川 

１／５０年 

挙母 

家下川 上郷 

猿渡川 上郷、高岡 

巴川 松平 

 
土砂災害警戒区域 

 うち土砂災害特別警戒区域 

豊田市 ３，８９５ ３，４９０

愛知県合計 ８，５４５ ７，５９５



 

20 
 

① 昭和 34 年 9 月の伊勢湾台風における人及び家屋の被害状況 

市町村 死者（人） 
住家の被害 （棟） 

全壊 半壊 床上浸水 床下浸水  

旧豊田市 
２３ １，２１７ ４，３３９

４３７

（高岡浸水被害含）
４８８

（挙母） ６ ３４７ １，６０７ １４ １０２

（高岡） ６ ２８６ ８９２ ３５０（浸水被害）

（上郷） １ ３５６ １，３５６

（猿投） ９ ２０８ ３８７ ２３ ２６６

（松平） １ ２０ ９７ ５０ １２０

                                    （広報記録より） 

  ②昭和 47 年 7 月の４７豪雨における人及び家屋の被害状況    

市町村 死者（人） 
住家の被害 （棟） 

全壊 半壊 床上浸水 床下浸水 一部損壊 

豊田市 ９ ３７ ４５ １，４９２ ２，８２１ ９９

藤岡 ２０ ７９ ４９ ５４ ３７５ ３８０

小原 ３１ １２７ １４５ １６９ ４１９ １５９

足助 
３ 

行方不明 1 
１１ ８ ２ ６ ８５

旭 ― １０ ８ １４ ５４ ―

合 計 ６４ ２６４ ２５５ １，７３１ ３，６７５ ７２３

 

③平成 12 年 9 月の東海豪雨における人及び家屋の被害状況 

市町村 死者（人） 

住家の被害 （棟） 

全壊 半壊 床上浸水 床下浸水 一部損壊 

豊田市 １ ― ５ １９３ ３６９ ―

藤岡 ― ― ― ― １ ―

小原 ― ― １ １ ６ ―

足助 ― ― ― １３ ２５ ―

旭 ― ― ― １１ ２１ ―

下山 ― ― ― ２ ６ ―

稲武 ― ４ ６ ２６ ６５ ―

合 計 １ ４ １２ ２４６ ４９３

                  （13 年 3月愛知県発行 災害の記録） 

 
     は資料なし     ―     は被害なし   
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４．２ 中心市街地区間の矢作川の氾濫に対して重点的に取り組む事項 

 近年、頻発する河川氾濫の状況を踏まえて、本市の現状（平成２７年９月時点）を踏まえた課題

と対応方針については、以下のとおりです。 

 
 

【課題-7 避難勧告等基準の見直し・住民の避難】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

豪雨時の避難勧告等の設定時間が十分でな

い可能性があります。 

避難勧告基準等の見直し（地域防災計

画の改訂） 

1-2-5 

5-8-7 

河川管理者（国交省豊橋河川事務所）

と連携したタイムラインの作成 
5-8-7 

容易に避難できない市民（入院、寝たきり等）

が存在します。 避難支援等関係者（民生、自治区、自

主防）への周知啓発 

1-2-1 

2-2-1 

2-6-1 

5-1-1 

切羽詰まった状況での垂直避難できる場所

の確保が進んでいません。 

駅前の高層施設への受入れに関する協

力の依頼（協定等） 
2-9-1 

市本庁舎内への緊急避難者の受入れの

想定 

1-2-5 

（H27実施済）

市民や消防団等に対する水防に関する情報

の周知が不足しています。 

洪水標識の増設 1-2-4 

洪水ハザードマップの見直し 1-2-4 

消防団等へ重要水防箇所の周知、水防

訓練内容の検討 
5-3-2 

 

【課題-8 災害対策本部の機能維持】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

矢作川が破堤した場合、本庁舎付近の浸水想

定深さは５．５ｍあり冠水により電源が落

ち、機能がマヒすることが想定されます。 

臨時災害対策本部移設フローの作成、

備品の整備 

3-1-4 

5-8-2 

行政ネット接続の拡充、ＢＣＰの見直

し、災害対策本部訓練の実施 

3-1-1 

3-1-7 

浸水による本庁舎の停電対策の検討 
3-1-2 

3-1-4 

災害対策本部機能の維持方針を定め、

市民文化会館の設備の充実 

3-1-4 

5-8-2 

災害対策本部移転先順序の見直し 

3-1-4 

5-8-2 

5-8-7 

（H27 実施済）

各対策部における浸水害を想定した

ＢＣＰの見直し 
3-1-1 
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【課題-9 消防本部・消防署機能の維持】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

矢作川が破堤した場合、消防本部付近の浸水

想定深さは４．９ｍあり冠水により電源が落

ち、機能がマヒすることが想定されます。 

消防指揮本部機能の維持のための施

設改修と消防本部浸水対策計画の策

定と見直し 

3-1-4 

NTT 豊田局舎浸水時に１１９番の入電から出

動までに時間を要するようになることが想

定されます。 

電気系統の分割および非常用発電機

の移設 

3-1-2 

3-1-4 

 

 

【課題-10 水防事務の見直し】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

河川課の持つ水害時の知識等が災害対策本

部で活用できていません。 

河川班に関する災害対策本部配備基

準（風水害）の見直し 
5-8-2 

水防法に関する事務の所管の再整理 5-8-7 
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４．３ 土砂災害に関して重点的に取り組む項目 

近年、頻発する土砂災害の状況を踏まえて、本市の現状（平成２８年３月時点）を踏まえた課題

とそれに対して重点的に取り組む事項は以下のとおりです。 

 

【課題-11 土砂災害防止法に基づく警戒区域が広範囲に広がっていること】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

愛知県全体の警戒区域 8,545 カ所（うち特別

警戒区域 7,595 カ所）に対し、豊田市内に約

半数が集中している（警戒区域3,895カ所（う

ち特別警戒区域 3,490 カ所））ため、広範囲

で土砂災害が発生する恐れがあります。 

※平成 28年５月時点 

自治区、自主防災会等に対する土砂災

害に関する注意喚起、啓発の実施 

1-4-1 

5-1-1 

5-1-2 

防災マップ共働作成支援事業の期間

の延長 

1-4-1 

5-1-1 

5-1-2 

 

 

【課題-12 本部体制の強化に関すること】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

砂防ダムや治山事業などのハード対策には

多大な時間とコストを要し、また土砂災害発

生の予測や気象状況の予測は困難であるた

め、それを補うソフト対策が必要となりま

す。 

発表時期の遅延を防止するため、避難

勧告等の発表基準を明確化 

1-4-3 

5-8-7 

第 2 非常配備体制時の「副部長会議」

の位置づけの明確化 

5-8-2 

（H26 実施済）

 

 

【課題-13 避難勧告等防災行政無線の情報をより確実に伝達する必要がある】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

地域における情報収集体制を確立するとと

もに、避難勧告等の情報を確実に伝達する必

要があります。 

支所長へのホットラインを確保し地

域情報の集約ルールを明確化 

5-7-2 

（H27 実施済）

自治放送設備を活用した情報伝達訓

練の実施、緊急メールとよたの登録者

の拡大 

5-7-2 
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４．４ 大 雪 

（１） 本市の大雪の状況 

   豊田市域では、積雪が頻繁にはないため、大雪が発生した際には被害が大きくなる可能性が 

あります。 

 

（２） 過去の大雪被害の状況（平成 26 年 2 月） 

① 気象情報等の発表状況 

2 月 13 日（木）20:11 大雪・着雪注意報発表  予想（東部） 大降雪量 15 ㎝/24hr 

2 月 14 日（金） 6:34  予想 10㎝/24hr/実況（東栄町）6 時・積雪 2cm・天気 雪 

2 月 14 日（金）11:11  予想 15㎝/24hr/実況（東栄町）9 時・積雪 10cm・天気 雪 

2 月 14 日（金）15:49  予想 20㎝/24hr/実況（東栄町）15 時・積雪 20cm・天気 雪 

2 月 14 日（金）17:47 大雪・着雪注意報解除  実況(東栄町） 17 時・積雪 15cm・天気 雨 

 

② 豊田市内の積雪状況   ※消防署等での実測  15 日 7:30 

藤岡・小原分署 0 ㎝  

足助署 7 ㎝  

下山出張所 5～15 ㎝  

旭出張所 5 ㎝  

 ※気象台の正式な観測地点は県内に 1 箇所（名古屋市千種区）のみ。他に県内９箇所(※)の消防署等

の雪板観測による委託観測所がありますが、三河山間部の詳細な積雪状況は観測されていません。 

 

③ 市内の主な被害の状況  

被害種類 被害内容 備考 

住家被害 一部損壊 3 棟  

非住家被害 倉庫破損 １棟  

断  水 
大 242 戸※17 日 12:00 

（旭、足助、稲武、小原、下山の一部） 
 

停  電 
大 4，060 戸 ※15 日 15：30 頃 

（旭、足助、稲武、小原、下山の一部） 

中部電力管内 

延べ約 40,490 戸 

道路（通行止め） 国道 153、県道 5 路線、市道 6路線 旭、足助、稲武、小原 

林  道 134 路線/215 路線（倒木処理した路線） ｼｽﾃﾑ入力・啓開対応 4 路線 

森  林 
10 か所（倒木等顕著な被害のあったもの）

(旭 1、足助 5、稲武 4) 

面積の把握は困難だが、概

ねの見込み 5 千～10 千本 

農業用施設・農作物 
倒壊・一部損壊等 70 棟 パイプハウス、鶏舎等 

農作部等  4 件 養鶏、菊、繁殖牛、椎茸 

 災害情報支援システム及び各課調べ(平成 26年 4 月末日) 
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４．５ 大雪災害に対して重点的に取り組む項目 

 平成２６年２月の大雪被害の状況を踏まえて整理した、本市の現状を踏まえた課題とそれに対し

て重点的に取り組む事項は、以下のとおりです。 

 

【課題-14 降雪・積雪状況等の情報を正確に把握・共有して体制を構築すること】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

市内の降雪状況を正確に把握することや、積

雪状況及び影響等の状況を迅速に把握する

こと、さらに突発事項に対する情報収集と情

報を速やかに共有化し、初動体制を構築する

必要があります。 

支所単位で情報集約のルールや全市

対応に移行する判断ルールの明確化 
5-8-2 

 

【課題-15 職員が登庁不可の場合の対応方法を検討すること】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

積雪により、職員が登庁できないことが想定

されます。 
各部の行動マニュアルの確認、見直し 5-8-2 

 

【課題-16 関係機関相互の情報共有、連絡体制、優先順位等の調整方法を明確にすること】 

想定される事象 重点的に取り組む事項 取組項目 

道路管理者・ライフライン事業者等関係機関

が多く、混乱しやすい状況です。 

ライフライン事業者（ガス、電話、上

下水等）等との情報共有 
3-3-1 

復旧作業等を実施可能な業者及び作業に十

分な資機材が地域で確保できない可能性が

あります。 

国県との連携 5-8-1 

外部機関への支援要請手順の確認 

1-6-1 

5-8-1 

5-8-7 

建設事業者等との協定の見直し 3-4-1 
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５．１ 重点取組項目 

 前項までに整理した、地震・風水害・大雪被害における課題に対応する事項を、43 の重点取組

項目として抽出しました。 

重点取組項目一覧 

対策の柱 取組項目 番 号 

命を守る 

1. 住宅の耐震化の促進 1-1-1 

2. 家具等の転倒防止対策の促進 1-1-3 

3. 河川施設等の整備による治水安全度の向上 1-2-1 

4. 浸水想定区域への対策の推進 1-2-4 

5. 避難行動の促進 1-2-5 

6. 出火防止・初期消火・延焼防止対策の推進 1-3-3 

7. 消防水利等の整備・充実 1-3-4 

8. 土砂災害対策の推進 1-4-1 

9. 山地災害対策の推進 1-4-2 

10. 避難行動の促進 1-4-3 

11. 初動時の活動及び緊急消防援助隊等の受援体制の強化 1-6-1 

12. 災害時救急・救助体制の強化 1-6-2 

13. 災害医療調整機能の強化 1-7-1  

生活を守る 

14. 災害時要配慮者の緊急一時的な社会福祉施設への受入体制の整備 2-2-1 

15. 家庭内備蓄の促進 2-4-1 

16. 初動時に必要な災害救助用備蓄物資の確保 2-4-2 

17. 食糧・生活必需品確保のための耐震性備蓄倉庫整備の推進 2-4-3 

18. 中山間地域における(集落)孤立化への対策の推進 2-5-1 

19. 災害時要配慮者に係る広域支援体制の整備 2-6-1 

20. 避難所の停電対策整備及び普及啓発 2-6-3 

21. 災害用便槽の整備及び普及啓発 2-6-5 

22. 帰宅困難者及び緊急避難者等支援対策の推進 2-9-1 

社会機能を

守る 

23. 豊田市業務継続計画（BCP） の見直し 3-1-1 

24. 市庁舎等の燃料、物資や資機材の調達体制、配備状況の見直し 3-1-2 

25. 災害対策本部上重要な庁舎等の強化 3-1-4 

26. 防災拠点施設の非常用電源設備の確保 3-1-6 

27 ＩＣＴ-ＢＣＰの見直し 3-1-7 

28. ライフライン関係機関との連携の推進 3-3-1 

29. 水道施設の耐震化の推進 3-3-2 

30. 下水道施設の長寿命化の推進 3-3-3 

31. 緊急輸送道路等の災害対策の推進 3-4-1 

32. 平常時からの事業所への啓発の実施 3-6-1 

33. 事業所による防災対策の促進 3-6-2 
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６．１ 進捗管理 

  取組の進捗状況を把握するため、年度ごとに実施状況を把握し、可能な限り事業内容

ごとに減災効果を評価し、重点事業の抽出や状況に応じた見直しを図ります。 
  また、現状の対策内容の充実強化や 新の防災の動向、社会状況の変化を踏まえた課

題の抽出及び検討を行い、必要に応じて見直しを図ります。 
 

６．２ 防災対策の実施により期待される減災効果 

減災効果を定量的に評価するため、「建物の耐震化」ならびに「家具等の転倒・落下防

止策の強化」の２つの指標で管理します。 

（１） 建物の耐震化の促進による減災効果 

豊田市の住宅の耐震化率の現状は約 84％（平成 23 年 1 月時点）※１です。ここでは、

旧耐震基準の建物の建替や耐震補強等が行われ、現状よりも建物の耐震化が促進された

場合の効果を評価します。 

建物を新耐震基準相当に耐震化したとしても被害をゼロにすることは難しいですが、

耐震化率 100%を達成することで、現状で想定される死者数に対して約 6～7 割減少させ

ることができると想定されます。 

  ※１ 本市建築物耐震改修促進計画〈平成２４年度改訂版〉参照 

 

表 耐震化の促進による効果（過去地震最大モデルの場合） 

 
建物の耐震化の促進 

現状約 84％ 耐震化率 90％ 耐震化率 95％ 耐震化率 100％

地震動による全壊棟数 502 棟 377 棟 277 棟 178 棟 

建物倒壊

等による

死者数 

冬・深夜 23 人 17 人 13 人 8 人 

夏・昼 12 人 9 人 7 人 4 人 

冬・夕 17 人 13 人 9 人 6 人 

 

 

 

防災力を高

める 

34. 防火・防災の指導者育成 5-1-1 

35. 防火・防災の啓発 5-1-2 

36. 防災教育の充実 5-2-1 

37. 消防団等の活動充実・強化 5-3-1 

38. 消防職員・消防団員の教育内容の充実強化 5-3-2 

39. 受援計画の策定及び防災活動拠点の見直し、確保 5-6-1 

40. 防災情報の多角化 5-7-2 

41. 広域的な応援体制の充実 5-8-1 

42. 災害対策本部体制の見直し 5-8-2 

43. 豊田市防災基本条例及び豊田市地域防災計画・水防計画の見直し 5-8-7 
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図 耐震化の促進による効果（過去地震最大モデルの場合） 

 
 

表 耐震化の促進による効果（理論上最大想定モデルの場合） 

 
建物の耐震化の促進 

現状約 84％ 耐震化率 90％ 耐震化率 95％ 耐震化率 100％

地震動による全壊棟数 2,326 棟 1,693 棟 1,191 棟 688 棟 

建物倒壊等による 

死者数（冬・深夜） 
140 人 102 人 72 人 41 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 耐震化の促進による効果（理論上最大想定モデルの場合） 

 

（２） 家具等の転倒・落下防止対策の強化による減災効果 

家具の転倒防止対策実施率（「大部分固定している」＋「一部しか固定していない」）

について、現時点では豊田市単独の調査結果はありませんが、愛知県全体では 49.6％で

す（「平成 23 年度防災（地震）に関する意識調査」より）。全国平均は 26.2％（内閣府

「防災に関する特別世論調査」（平成 21 年 12 月））ですので、愛知県は非常に高い実施

率となっています。 

ここでは、現状よりも家具等の転倒・落下防止対策が強化された場合の効果を評価し

ます。 
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表 家具等の転倒・落下防止対策の強化による効果（過去地震最大モデルの場合） 

 
家具等の転倒・落下防止対策強化 

現状 実施率 75％ 実施率 100％ 

屋内収容物の転倒

等による死者数 

冬・深夜 7 人 5 人 3 人 

夏・昼 3 人 2 人 1 人 

冬・夕 4 人 3 人 2 人 

屋内収容物の転倒

等による重傷者数 

冬・深夜 46 人 37 人 28 人 

夏・昼 36 人 29 人 22 人 

冬・夕 19 人 13 人 7 人 

※屋内収容物移動・転倒、屋内落下物による死者数は、建物倒壊等による死者数と区別が難しいため、

数字は参考である。 

 

 

６．３ その他の対策事業により期待される減災効果 

  

その他の対策事業については、定量的な減災効果の評価が難しいため、その減災効果

を定性的に評価します。 

 

(1) 地震動から命を守る対策（推進項目 1-1） 
 市有施設の非構造部材等の耐震対策の推進 

 市有施設の事務機器等転倒防止対策の推進 

 市有施設の窓ガラスの飛散防止対策の推進 

 市有施設のエレベーター安全対策改修の推進 

これらの施設は多くの利用者が存在する施設のため、対策を講じることにより、人的

被害（死者や負傷者）を大きく低減する効果が期待されます。 

市民は、自宅以外の公共の場所で活動する時間帯も多いが、自宅については自助努力

によって減災対策を講じることができても、外出先については不可能です。人的被害を

低減するためには（特に死者をゼロにするためには）、それぞれの施設管理者が責任を持

って地震対策を実施することが不可欠です。したがって、これらの対策は必須であり、

かつ減災効果が高いものと評価できます。 

 

(2) 水害から命を守る対策（推進項目 1-2） 
 河川施設等の整備による治水安全度の向上（一級河川安永川都市基盤河川改修） 

 浸水想定区域への対策の推進（ハザードマップ（洪水、内水）の作成、浸水想定

看板の設置、雨水貯留施設の整備等） 

 避難行動の促進 

 水防倉庫・資機材の整備・充実 
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安永川は、「一級河川安永川都市基盤河川改修事業」の当初は 2 年に 1 回程度降る雨を

排水する能力しかなかったため、10 年に 1 回程度降る雨（時間雨量 63mm）が降った場合

でも浸水被害を概ね防ぐことを目的として事業を進めています。平成 30 年の事業完了

（予定）に伴い周辺地域の浸水被害の軽減が期待されます。 

河川洪水または内水氾濫に関するハザードマップの作成・周知や緊急メールとよた等

の情報収集手段の周知、浸水想定看板の設置等により、市民や通勤・通学者の水害に対

する意識の醸成によって早期の避難行動が促進されることで、被害の軽減が期待されま

す。 

 
(3) 火災から命を守る対策（推進項目 1-3） 

 災害に強い街づくりを支える土地区画整理事業の推進 

 市街化区域内の公園緑地整備の推進 

 出火防止・初期消火・延焼防止対策の推進（防火・防災管理講習、自衛消防業務

講習、事業所等への防火・防災訓練指導） 

 消防水利等の整備・充実（耐震性貯水槽の整備、震災用小型動力ポンプの更新） 

 

火災に対する被害防止対策は、主に出火の抑制、早期発見及び初期消火、延焼拡大の

抑制等があります。 

出火の抑制については、火気器具・電熱器具からの出火や電気機器・配線からの出火

を防ぐことが重要です。 

早期発見については、住宅用火災警報器の設置の促進が重要です。豊田市消防本部管

内の住宅用火災警報器の設置率は 74%と県平均 79%よりも低く、そのうち条例適合率（市

町村の火災予防条例において設置が義務付けられている住宅の部分全てに設置されてい

る世帯の全世帯に占める割合）も 43%であり（県平均は 46.0%）、更なる促進が必要です

（平成 27 年 6 月 1 日現在、総務省消防庁報道資料より）。 

延焼拡大の抑制については、耐震性貯水槽の整備や震災用小型動力ポンプの更新が効

果的と考えられます。 

これらの対策は、平常時の火災も抑制するものであり、防災の主流化の観点からも重

要な施策と考えられるため、災害時の被害の軽減が期待されます。 

 

(4) 地盤災害等から命を守る対策（推進項目 1-4） 
 土砂災害対策の推進（道路の法面対策の実施、ハザードマップ作成、がけ地近接

等危険住宅移転補助事業） 

 山地災害対策の推進（林道の法面保全の実施、林道橋梁修繕・耐震対策事業等） 

 避難行動の促進 

 農業用ため池の安全性の向上 

 

土砂災害から市民を守るための市の役割は、市道の確保、情報伝達及び警戒避難体制

等の整備です。その視点で推進項目を挙げています。 
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土砂災害ハザードマップの作成・周知や緊急メールとよた等、情報収集手段の周知等

により、早期の避難行動が促進されることで、被害の軽減が期待されます。 
また、農業用ため池の安全性の向上については、東日本大震災の教訓として重要な施

策の一つであるととらえています。 
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豊田市災害対策推進計画 

・対策の柱（大分類）、推進項目（中分類）、取組項目（小分類） 

 

 対策の柱 １  命を守る・・・・・・・・・・・・Ｐ３３ 

 対策の柱 ２  生活を守る・・・・・・・・・・・Ｐ６０ 

 対策の柱 ３  社会機能を守る・・・・・・・・・Ｐ８１ 

 対策の柱 ４  迅速な復旧・復興を目指す・・・・Ｐ９７ 

 対策の柱 ５  防災力を高める・・・・・・・・・Ｐ１０１ 
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1 対策の柱 命を守る 
   

1 推進項目 

地震動から命を守る 

地震による揺れに備え、住宅や市有施設等の耐震化の推進による建

物被害の予防、吊り天井や外装材等の非構造部材の耐震対策、屋内

の家具等の転倒防止対策の啓発等の取組を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

1 

取組項目 住宅の耐震化の促進 所管部署 建築相談課 

施策概要 

地震による揺れに備え、豊田市地震被害予測結果に基づき、「豊田市建築物耐震

改修促進計画」の見直しを実施します。 

住宅の耐震化を促進するため、昭和５６年５月３１日以前に着工された民間木造

住宅の無料耐震診断、耐震改修費補助、解体工事費補助・ブロック塀等撤去補助、

耐震シェルター補助等を実施するとともに、積極的に住宅の耐震化に関する情報

提供など啓発活動を実施します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

住宅の耐震化率 
83.7％ 

(平成 23 年度末) 
95％ 平成 32 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「豊田市建築物耐震

改修促進計画」の見直

し・確認 

         

木造住宅無料耐震診

断・耐震改修等補助事

業 

         

木造住宅解体補助事

業 

         

木造住宅耐震シェル

ター整備費補助事業 
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非木造耐震診断費補

助・耐震改修設計費等

補助事業 

         

  ブロック塀等撤去補

助事業 

         

 

    重点項目  

2 

取組項目 
市有施設の非構造部材等の耐

震対策の推進 
所管部署 建築住宅課 

施策概要 

地震による揺れに備えるため、市有施設の非構造部材等の耐震化状況を把握し、

施設管理者が、施設の天井の脱落防止措置を計画的に実施できるように、技術的

支援を実施し耐震対策を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

大規模特定天井耐震

改修事業 

         

 

    
重点項目 ★ 

３ 

取組項目 家具等の転倒防止対策の促進 所管部署 

防災対策課 
建築相談課 
地域福祉課 

予防課 
消防署 

施策概要 

地震による揺れに備えるため、家具等の転倒防止対策に関する防災グッズやパネ

ル等をそろえ、各イベントや防災学習センターを活用して啓発活動を実施しま

す。 

また、民間木造住宅の無料耐震診断時に、屋内の家具等の転倒防止状況のチェッ

クを行い、対策を促します。特に、一人暮らしの高齢者については、防火指導に

あわせた家具の転倒防止策の説明を実施します。また、民間事業者のボランティ

アや民生委員と連携を図りながら、着実な家具等の転倒防止対策を促進します。

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

家具の固定率 

（市民意識調査アンケート）

31.6％ 

（平成 26 年度実施）
65％ 平成 36 年度 
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事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

家具転倒防止対策の

促進（防災対策課） 
         

無料耐震診断時に併
せた家具転倒防止対
策の促進（建築相談
課） 

         

高齢者住宅防火指導
に併せた各転倒防止
対策の推進（消防署） 

         

防災学習センターで
の家具転倒防止対策
等の啓発（予防課） 

         

民生委員と連携を図
った家具転倒防止対
策の促進（地域福祉
課） 

         

   

    重点項目  

4 

取組項目 
市有施設の事務機器等転倒防

止対策の推進 
所管部署 

各施設所管課 
防災対策課 

施策概要 

地震による揺れに備えるため、市有施設の事務機器等転倒防止対策の状況を把握

するとともに、市有施設の事務機器等転倒防止の推進を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

市有施設の事務機器

等固定率 
― 100％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

市有施設の事務機器

等固定の促進（防災

対策課） 

         

市有施設の事務機器

等固定の推進（各施

設所管課） 
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    重点項目  

5 

取組項目 
市有施設の窓ガラスの飛散防

止対策の推進 
所管部署 

各施設所管課 
建築住宅課 
防災対策課 

施策概要 

地震による揺れに備えるため、市民等が活用する市有施設のガラス飛散防止フィ

ルムの老朽化対策を必要に応じて実施するとともに、施設の更新や改修に併せ

て、強化ガラス等の採用による窓ガラスの飛散防止対策を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

ガラス飛散防止率 ― 100％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

ガラス飛散防止対策

の促進（防災対策課） 

         

ガラス飛散防止フィ

ルム等の推進 

（各施設所管課） 

         

強化ガラス等による

窓ガラスの飛散防止

対策の推進 

（建築住宅課） 

         

 

    重点項目  

6 

取組項目 
市有施設のエレベーター安全

対策改修の推進 
所管部署 建築住宅課 

施策概要 

地震による揺れに備えるため、市有施設におけるエレベーターの耐震改修を行い

ます。メーカーの開発により、改修可能となったエレベーターから順次改修を行

います。また、平成２８年度からエレベータの更新時期を、従来の３０年から２

０年に前倒しして対応します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

エレベーター安全対

策改修事業 
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1 対策の柱 命を守る 
   

2 推進項目 

水害から命を守る 

水害に備え、避難訓練の実施やハザードマップの作成等の避難行動

に係る取組と、河川施設等の耐震化等の推進等の施設整備の取組を

効果的に組み合わせて対策を推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

1 
 

取組項目 
河川施設等の整備による治水

安全度の向上 
所管部署 河川課 

施策概要 
水害に備え、河川施設、公共下水道雨水施設の整備を推進し、治水安全度の向上

を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

一級河川安永川都

市基盤河川改修の

進捗 

66.7％ 
（平成 27 年度末）

100％ 平成 30 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

一級河川安永川都

市基盤河川改修事

業 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 

目標年度 
（完成年度） 

雨水貯留施設によ

る確保量 

7,000／54,000  

（平成 27 年度末）
38,300／54,000  

平成 36 年度 

（平成 50 年度）

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

総合雨水対策事業 

ため池貯留や流域貯

留など、雨水貯留施

設を整備          
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事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

雨水管渠改修延長 
0.1ｋｍ 

（平成 27 年度末）
5.6／14.4ｋｍ 

平成 36 年度 
（平成 50 年度）

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

公共下水道雨水管

渠整備事業 
 

        

  

計画見直し
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    重点項目  

3 

取組項目 
基幹的農業水利施設の耐震化

等の推進 
所管部署 農地整備課 

施策概要 
地震の揺れに備え、基幹的農業水利施設の耐震化を推進し、施設の損壊による人

命、人家、公共施設等の被害を防止します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

枝下幹線地区用排水

施設整備事業の進捗

率 

0％ 

（平成 27 年度末）
30％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

枝下幹線地区用排水

施設整備事業 

市街地を流れる枝下
用水幹線水路の施設
整備 

         

 

    重点項目  

2 

取組項目 
農業用排水機場の耐震化等の

推進 
所管部署 農地整備課 

施策概要 
風水害及び地震による被害を防止するため、老朽化した農業用排水機場の更新に

伴い、耐震化を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

県営湛水防除事業  

上郷２期地区の進捗 

2％ 

（平成 27 年度末）
100％ 平成 32 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

県営湛水防除事業

上郷２期地区 

周辺農地の湛水を防止

する施設整備 

         

計画策定

事業化
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重点項目 ★ 

4 

取組項目 
浸水想定区域への対策の推

進 
所管部署 

河川課 
防災対策課 

施策概要 

水害による浸水に備え、想定し得る 大規模の降雨を前提とした浸水想定区域を

設定・公表します。 

市民に広く浸水区域を周知し、浸水対策等について考えるきっかけとし、市民の

自助・共助に対する意識向上と、災害対策に関する取組を促進するため、洪水ハ

ザードマップ等を作成します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

浸水想定区域図（内

水）作成（河川課） 
         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

洪水ハザードマップ

作成（防災対策課・

河川課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

浸水想定看板設置箇

所 

9／29 箇所 

（平成 27年度末）
29／29 箇所 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

浸水想定看板の設置

（河川課） 

         

 

  

矢作川流域 

矢作川・境川・猿渡川流域 

浸水想定区域見直しに伴う看板の設置 

看板の設置 



41 
 

   

 

 
重点項目 ★ 

5 

取組項目 避難行動の促進 所管部署 
防災対策課 

河川課 
地域福祉課 

施策概要 

水害に備え、的確に避難情報を発表し、避難行動を市民に促すため、避難勧告等の

判断伝達マニュアルの検証及び情報の多様化を図ります。また、洪水ハザードマッ

プ等の作成・周知により、市民自らの早めの避難行動を促進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

浸水想定区域図（内

水）作成（河川課）

【再掲】 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

洪水ハザードマッ

プ作成（防災対策

課・河川課）【再掲】 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

浸水想定看板設置

箇所 

9／29 箇所 

（平成 27 年度末）
29／29 箇所 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

浸水想定看板の設

置（河川課）【再掲】

 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

避難行動要支援者

同意率 

81％ 

（平成 27 年度末）
85％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難行動要支援者

の支援対策（地域福

祉課） 

避難行動要支援者

の同意率の向上及

び地域の支援体制

構築 

         

矢作川流域 

矢作川・境川・猿渡川流域 

浸水想定区域見直しに伴う看板の設置 

看板の設置 
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事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災カルテの作成・活

用促進（防災対策課） 

大学と連携して、地域

が防災対策を進める

ための基礎資料とし

て活用する防災カル

テを作成 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難勧告等判断伝達

マニュアルの検証、見

直し（防災対策課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

防災行政無線と自

治区放送設備との

接続自治区数 

86 自治区 

（平成 27 年度末）
115 自治区 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災行政無線と自治

区放送設備との接続

整備（防災対策課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

緊急メールとよた

登録者数 
30,000 件 

（平成 27 年度末）

57,000 件 
※3,000 件／年増 

平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

緊急メールとよたの

普及推進（防災対策

課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

河川監視カメラの

整備箇所数 

1／11 箇所 
（平成 27 年度末）

11／11 箇所 平成 28 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

河川監視カメラの

整備（防災対策課）

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

新たな情報伝達手段

（個別型）の検討（防

災対策課） 

         

作成

カルテの活用促進・見直し
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    重点項目  

6 
 
 

取組項目 水防倉庫・資機材の整備・充実 所管部署 （消）総務課 

施策概要 
水害に備え、河川の水位上昇に伴う氾濫、冠水等による被害を軽減するため施設、

資機材の整備・充実を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

水防倉庫数 
15 箇所 

（平成 27年度末）
17 箇所 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

水防倉庫等整備事

業 
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    重点項目  

1 

取組項目 
災害に強いまちづくりを支え

る土地区画整理事業の推進 
所管部署 

区画整理１課 
区画整理２課 

施策概要 

火災被害の拡大を抑制するため、土地区画整理事業の推進により、道路・公園の

公共施設を整備し、避難・延焼遮断空間の確保と、狭あい道路の解消を図ります。

また、倒壊・焼失の可能性が高い老朽建築物の更新、建築物の安全性の向上を図

ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

土橋土地区画整理事

業の進捗 

約 75.7％ 

（平成 27 年度末）
100％ 平成 33 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

土橋土地区画整理事

業（区画整理１課）

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

寺部土地区画整理事

業の進捗 

約 38.0％ 

（平成 27 年度末）
100％ 平成 34 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

寺部土地区画整理事

業（区画整理１課）

         

  

1 対策の柱 命を守る 
   

3 推進項目 

火災から命を守る 

地震により発生する火災に備え、土地区画整理事業の支援や公園緑

地整備の推進、密集市街地の解消、消防水利の整備等、火災に強い

まちづくり等の取組を推進します。 
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事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

花園土地区画整理事

業の進捗 

約 11.7％ 

（平成 27 年度末）
100％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

花園土地区画整理

事業（区画整理１課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

浄水特定土地区画整

理事業の進捗 

約 87.4％ 

（平成 27 年度末）
100％ 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

浄水特定土地区画

整理事業（区画整理

２課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

平戸橋土地区画整理

事業の進捗 

約 8.8％ 

（平成 27 年度末）
100％ 平成 35 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

平戸橋土地区画整理

事業（区画整理２課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

四郷駅周辺土地区画

整理事業の進捗 

約 6.4％ 

（平成 27 年度末）
96.6％ 

平成 36 年度 

（平成 38 年度）

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

四郷駅周辺土地区

画整理事業（区画整

理２課） 
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    重点項目  

2 

取組項目 
市街化区域内の公園緑地整備

の推進 
所管部署 公園課 

施策概要 
火災被害の拡大を防ぐためのオープンスペースを確保するため、市街化区域内の

公園緑地整備を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

街区公園整備箇所数 
113／119 箇所 

（平成 27 年度末）
119／119 箇所 平成 34 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

街区公園整備事業 

【中根公園、宮上南
公園、柿本公園、南
平公園、草薙公園、
井上 10丁目公園】 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

近隣公園整備箇所数
20／24 箇所 

（平成 27 年度末） 
22／24 箇所 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

近隣公園整備事業 

【竹元公園、平芝坂
の上公園】 

         

 

 

 

 

 

 

  

中根公園 

宮上南公園 

柿本公園 

南平公園 

草薙公園 
井上 10 丁目公園 

平芝坂の上公園 

竹元公園 
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重点項目 ★ 

3 

取組項目 
出火防止・初期消火・延焼防止

対策の推進 
所管部署 予防課 

施策概要 

地震による出火防止及び火災発生時の被害を軽減するため初期消火・延焼防止等

の対策として、防火・防災管理者の選任が必要な事業所や豊田市防火危険物安全

協会員の事業所の自衛消防力の強化及び防火・防災訓練を通して市民の防火・防

災力の強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

防火管理講習会受講

者数       

551 人／年 

（平成 26 年度）
610 人／年 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防火・防災に関する

講習会の開催 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

事業所等への防火・

防災訓練指導 
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重点項目 ★ 

4 

取組項目 消防水利等の整備・充実 所管部署 警防救急課 

施策概要 
地震により消火栓等の使用不能が危惧されることから、地震発生時における消火

用水を確保するため、耐震性貯水槽等の整備を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

耐震性貯水槽数 
203 基 

（平成 27年度末）
217 基 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

耐震性貯水槽整備事

業 

耐震性貯水槽の整備
及び震災用小型動力
ポンプの更新 
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1 対策の柱 命を守る 
   

4 推進項目 

地盤災害等から命を守る 

発災時の土砂の流出や山地崩壊などの土砂災害を防ぐため、土砂災

害対策や山地災害対策の推進、農業用ため池や農業用水利施設の耐

震化等の対策を推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

１ 

取組項目 土砂災害対策の推進 所管部署 

土木管理課 
道路維持課 
地域建設課 
建築相談課 
防災対策課 

施策概要 

降雨時や融雪時あるいは地震の揺れによる山地崩壊や土砂流出などの土砂災害

に備え、土砂災害危険箇所・土砂災害（特別）警戒区域等の指定がなされた地区

の住民等に対する危険性や啓発情報の周知徹底を図っていくとともに、がけ地の

崩壊等により生命に危険を及ぼす恐れのある区域の危険住宅に対してがけ地近

接等危険住宅移転補助を実施し、住民の災害防止を図ります。 

また、道路等施設管理者として、道路法面崩れや落石の恐れのある道路の安全対

策のため、道路防災調査点検及び対策工事を実施します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

要対策箇所の対策工

実施 

132／606 箇所 

（平成 27 年度末）
288／606 箇所 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

道路防災対策事業

（道路維持課・地域

建設課） 

道路防災カルテによ
る点検の実施及び危
険性の高い箇所から
道路防災対策工事
（法面対策）を実施
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事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

急傾斜地崩壊対策負

担金（土木管理課） 

 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

土砂災害ハザードマ

ップの作成（土木管

理課・防災対策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

がけ地近接等危険住

宅移転補助事業 

（建築相談課） 

         

 

    
重点項目 ★ 

２ 

 

取組項目 山地災害対策の推進 所管部署 森林課 

施策概要 

降雨時や融雪時あるいは地震の揺れによる山地崩壊などの土砂災害に備え、森林

の維持造成を通じて、山地に起因する災害から市民が安全で安心できる暮らしを

維持するため、「豊田市１００年の森づくり構想」及び「第２次豊田市森づくり

基本計画」の見直しを実施するとともに、放置された人工林の健全化を 重要課

題として間伐を推進し、土砂流出防止、洪水緩和機能といった森林の持つ公益的

機能が高度に発揮される森づくりを促進します。 
また、林道が生活道として活用されている側面もあることから、生活道路ネット

ワークの拡充や孤立化のリスクを低減し、山村地域の住環境の向上を図ります。

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「豊田市 100 年の森

づくり構想」「豊田市

森づくり基本計画」

の見直し 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

間伐面積 

（H25～H29） 

1,962／8,000ha 

(平成 26 年度累積)
8,000／8,000ha 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

間伐促進事業          
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事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

林道改良箇所数 
46／205 箇所 

（平成 27 年度末）
106／203 箇所 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

林道改良事業 

法面保全を実施 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

林道橋りょう修繕・

耐震化箇所数 

0／20 橋 

（平成 27 年度末）
17／20 橋 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

林道橋りょう修繕・

耐震対策事業 

         

 

 

   

 

 
重点項目 ★ 

３ 

取組項目 避難行動の促進 所管部署 
防災対策課 
土木管理課 
地域福祉課 

施策概要 

土砂災害に備え、的確に避難情報を発表し、避難行動を市民に促すため、避難勧告

等の判断伝達マニュアルの検証及び情報の多様化を図ります。また、土砂災害ハザ

ードマップ等の作成・周知により、市民自らの早めの避難行動を促進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

避難行動要支援者

同意率 

81％ 

（平成 27 年度末）
85％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難行動要支援者

の支援対策（地域福

祉課）【再掲】 

避難行動要支援者

の同意率の向上及

び地域の支援体制

構築 

         

点検(全 59 橋) 点検(全 59 橋) 
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事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災カルテの作成・活

用促進（防災対策課）

【再掲】 

大学と連携して、地域

が防災対策を進める

ための基礎資料とし

て活用する防災カル

テを作成 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難勧告等判断伝達

マニュアルの検証、見

直し（防災対策課）【再

掲】 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

土砂災害ハザードマ

ップの作成（土木管理

課・防災対策課）【再

掲】 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

防災行政無線と自治

区放送設備との接続

自治区数 

86 自治区 

（平成 27 年度末）
115 自治区 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災行政無線と自治

区放送設備との接続

整備（防災対策課）【再

掲】 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

緊急メールとよた

登録者数 
30,000 件 

（平成 27 年度末）

57,000 件 
※3,000 件／年増 

平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

緊急メールとよた

の普及推進（防災対

策課）【再掲】 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

新たな情報伝達手段

（個別型）の検討（防

災対策課）【再掲】 

         

 

作成

カルテの活用促進・見直し
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    重点項目  

４ 

取組項目 農業用ため池の安全性の向上 所管部署 農地整備課 

施策概要 

豪雨や地震による被害に備え、老朽化した農業用ため池の整備や必要に応じて耐

震対策を推進するとともに、重要なため池は水管理者に管理方法の周知を行い、

防災意識の向上を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

重要水防箇所である

ため池整備の進捗率 

0 箇所 

（平成 27 年度末）
19／33 箇所 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

ため池整備事業          
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1 対策の柱 命を守る 
   

5 推進項目 

危険物等から命を守る 

地震、風水害により危険物や有害物質が流出すること等を防ぐため、

各種の危険物貯蔵施設の耐震化や災害対策を進めるほか、危険物等

の流出防止に係る指導等を実施します。 

 

    重点項目  

１ 

取組項目 
危険物施設の事業所の防災対

策の促進 
所管部署 予防課 

施策概要 

地震の揺れや液状化、冠水などにより危険物や有害物質が流出すること等に備

え、危険物施設の事業所に対して、査察等を利用して施設の耐震化や防災対策の

周知を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

査察実施件数 
482 件／年 

（平成 27 年度）
560 件／年 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

危険物施設への立入

検査の実施 

         

 

    重点項目  

2 

取組項目 
毒物劇物業務上取扱者等の地

震防災応急体制の確立の指導 
所管部署 健康政策課 

施策概要 

地震の揺れや液状化、冠水などにより危険物や有害物質が流出すること等に備え、

毒物及び劇物取締法に基づく立入検査時において、必要に応じ指導等を行うとと

もに、災害発生時の応急体制等について確認します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

法に基づく立入検査

及び指導 

         

  



55 
 

 

1 対策の柱 命を守る 
   

6 推進項目 

救急・救助活動により命を守る 

地震、浸水、火災、大雪等により発生する多数の要救助者や負傷者

に対応するため、救急・救助活動の機能向上や各種応援部隊の受援

体制の充実等の取組を推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

1 
 
 

取組項目 
初動時の活動及び緊急消防援

助隊等の受援体制の強化 
所管部署 

警防救急課 
消防署 

施策概要 

大規模災害時において多発化、広域化する災害事案に対し、初動時の活動及び応

援部隊との連携を効果的に行うため、「震災対応マニュアル」「豊田市消防受援マ

ニュアル」の見直しとマニュアルに基づく訓練を実施します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

大規模災害受援訓練

等の実施 

（警防救急課・消防

署） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「震災対応マニュア

ル」「豊田市消防受援

マニュアル」の見直

し 

（警防救急課） 
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重点項目 ★ 

２ 

取組項目 災害時救急・救助体制の強化 所管部署 
警防救急課 

（消）総務課 
消防署 

施策概要 

大規模災害時における災害需要に対応するため、市民に対する応急手当の普及啓

発を図るとともに、高度で専門的な知識、技術を有する救急救命士や救助隊員を

養成し、災害対応力の強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

救急救命士と救助隊

員の養成 

（（消）総務課・警防
救急課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

ワークステーション

方式によるドクター

カー研修事業（警防

救急課） 

救急救命士及び救急
隊員の病院実習 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

応急手当インストラ

クター派遣延人数 

543 人／年 

（平成 27年度末）
660 人／年 平成 30 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

応急手当の普及啓発

事業（警防救急課・

消防署） 

応急手当インストラク

ターの養成と派遣、応

急手当普及員の育成、

応急手当普及員による

応急手当講習会の開催 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

応急手当講習会、救

急訓練及び資機材の

整備（警防救急課・

消防署） 
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1 対策の柱 命を守る 
   

7 推進項目 

災害医療活動により命を守る 

大規模災害時における多数の傷病者に対応するため、災害医療調整

機能の強化、広域医療搬送体制の確立等の取組を推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

1 
 

取組項目 災害医療調整機能の強化 所管部署 健康政策課 

施策概要 

大規模災害時における多数の傷病者に備えるため、医療救護活動計画を策定し、

関係機関と連携した訓練を実施します。 

医療機関への EMIS（広域災害・救急医療情報システム）登録を促進するととも

に、県をはじめとした関係機関と連携し、広域医療搬送や EMIS・衛星電話・無

線等を活用した研修・訓練により災害医療調整機能の強化を図ります。 

また、それらの結果を医療救護計画に反映します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

医療救護委員会の開

催 
         

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害医療に関する訓

練の実施 
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    重点項目  

2 
 

取組項目 
災害時の医薬品等安定供給確保

体制の整備 
所管部署 健康政策課 

施策概要 

大規模災害時における多数の傷病者に備えるため、災害時医薬品等の備蓄及び医

薬品搬送等の訓練を実施します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害時応急救護所配

備資器材及び医薬品

の更新 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

医薬品搬送訓練の実

施 
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1 対策の柱 命を守る 
   

8 推進項目 

安否不明状態を解消する 

発災後に安否不明状態が長期間継続することを防ぐため、安否確認

の実施及び行方不明者の相談受理を迅速に実施する体制を整備しま

す。 

 

    重点項目  

1 

取組項目 安否確認体制の整備 所管部署 
防災対策課 
地域支援課 

施策概要 
発災後に安否不明状態が長期間継続することを防ぐため、安否確認実施体制及び

手法を整備します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

安否確認体制の強化

（地域支援課） 

 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

安否情報を管理する

システムの構築 

（防災対策課） 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

1 推進項目 

心と体の健康を守る 

発災後の生活環境の悪化を防ぎ、市民の心と体の健康を守るため、

保健活動体制の整備等の取組を推進します。 

 

    重点項目  

1 
 
 

取組項目 
災害時保健活動体制の整備及

び人材育成 
所管部署 地域保健課 

施策概要 

災害発生時に被災者への心と体の保健活動を円滑に行うため、「災害時保健活動マ

ニュアル」の見直しを実施します。 

また、災害時に迅速な保健活動の体制を整えるための訓練を実施するとともに、

災害時に必要な研修を実施します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「災害時保健活動マ

ニュアル」の見直し

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

応急救護所の現地確

認、トリアージ訓練

等の実施 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

保健活動に関する研

修の実施          
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    重点項目  

2 
 

取組項目 消毒等防疫体制の整備 所管部署 感染症予防課 

施策概要 

発災後の生活における感染症の発生及びまん延を防止するため、消毒等防疫体制

の整備を図ります。また、「防疫活動マニュアル」の見直し、充実を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防疫用機器類の操作

訓練の実施          

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防疫活動マニュアル

の見直し・充実          



62 
 

  

2 対策の柱 生活を守る 
   

2 推進項目 

介護機能を守る 

発災後の生活における介護機能支障を防ぐため、社会福祉施設の受

入れ体制の整備等の取組を推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

1 

取組項目 

災害時要配慮者の緊急一時的

な社会福祉施設への受入体制

の整備 
所管部署 

地域福祉課 
介護保険課 

障がい福祉課 

施策概要 

発災後の生活における介護機能支障に備えるため、災害時要配慮者の緊急一時的

な社会福祉施設への受入体制を整備します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

受入れ協定締結施設

数 

34 箇所 

（平成 27年度末）
60 箇所 平成 32 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

民間施設との連携・

受入協定拡充（地域

福祉課・介護保険

課・障がい福祉課）
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2 対策の柱 生活を守る 
   

3 推進項目 

生活環境を守る 

発災後の生活環境の悪化を防ぎ、市民の生活環境を守るため、生活

相談対応の充実等の取組を推進します。 

 

    重点項目  

1 

取組項目 生活相談対応の充実 所管部署 
市民相談課 

とよた男女共同参画セ

ンター 

施策概要 

発災後、生活支援を求める被災者からの相談に迅速に対応できるようにするため、

「災害被災者のための支援の手引き」の見直しを図り、内容の充実を図ります。

手引きの修正作業等を通じて所管課との連携を促進します。 

また、男女共同参画の視点から被災者等の生活支援を円滑に推進し、とよた男女

共同参画センターの機能を十分果たせるよう、災害時における支援窓口の設置体

制を整備します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「災害被災者のため

の支援の手引き」の見

直し（市民相談課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害時における男女

共同参画の視点によ

る相談窓口設置体制

の整備（とよた男女共

同参画センター） 

  

 

      

 

 

 

 

 

 

 

設置体制の検討 

設置体制の維持・見直し 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

4 推進項目 

水・食料・物資不足から生活を守る 

発災後の飲料水や食料・生活必需品の不足等に対応するため、家庭

内備蓄の促進や行政における備蓄物資の整備、災害時の物流体制の

強化等の取組を推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

1 

取組項目 家庭内備蓄の促進 所管部署 
防災対策課 
健康政策課 

施策概要 

発災後の飲料水や食料・生活必需品の不足等に備え、地域住民に対して、出前講

座等による講師派遣や防災パンフレットの配布、イベント等を通じて、家庭内備

蓄を促進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

３日分程度の飲料
水・非常食の備蓄率
（市民意識調査アン
ケート） 

38.3％ 

（平成 26 年度）
65％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

生涯学習出前講座等

による講師派遣（防

災対策課） 

         

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

イベント等による市

民向け啓発事業（防

災対策課） 

         

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

要配慮者を考慮した

家庭内備蓄の啓発

（健康政策課、防災

対策課） 
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重点項目 ★ 

２ 

 

取組項目 
初動時に必要な災害救助用備

蓄物資の確保 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

発災後の飲料水や食料・生活必需品の不足等に備え、東日本大震災の事例や豊田

市地震被害予測結果、これまで経験した災害や全国で発生している災害の教訓を

踏まえ、発災直後に必要となる物資の品目・数量を精査し、充実・確保を図りま

す。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

備蓄用食料等整備事

業 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

備蓄用資機材等整備

事業 
         

 

  

    
重点項目 ★ 

3 

取組項目 
食料・生活必需品確保のための

耐震性備蓄倉庫整備の推進 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

発災後の飲料水や食料・生活必需品の不足等に備え、食料や生活必需品を確保す

るため、耐震性備蓄倉庫を整備し、備蓄力の強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

避難所（市管理施設）

における防災倉庫の

整備箇所数 

103／109 箇所 

（平成 27 年度末）

（既存部屋の活用含む）

109／109 箇所 平成 33 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所用防災倉庫整

備 
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    重点項目  

4 

取組項目 

食料及び生活必需品の備蓄計

画に基づく物資の調達体制の

整備 
所管部署 

防災対策課 
契約課 

施策概要 

発災後の飲料水や食料・生活必需品を確保するため、東日本大震災の事例や豊田

市地震被害予測結果、これまで経験した災害や全国で発生している災害の教訓を

踏まえ、食料及び生活必需品の備蓄計画を作成します。また、協定先と訓練等を

実施し、連携強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

備蓄計画の作成及び

修正（防災対策課） 
         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

協定に基づく物資の

調達訓練の実施・検証

(防災対策課・契約課) 

         

 

    重点項目  

５ 

取組項目 災害時の物資輸送体制の強化 所管部署 
防災対策課 

（総）庶務課 
生活福祉課 

施策概要 
発災後の救援物資等の輸送を迅速かつ効果的に行うため、食料・物資の受入れ及

び配送等における物資輸送体制を強化します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

民間輸送会社等との

協定による輸送体制

の強化（防災対策課）

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

協定に基づく物資等

輸送体制訓練実施・検

証（防災対策課・（総）

庶務課） 
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事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

協定に基づく救援物

資受入等訓練実施・検

証（防災対策課・生活

福祉課） 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

5 推進項目 

山地災害（土砂・大雪）から生活を守る 

大規模土砂災害や大雪災害等の山地災害により孤立する可能性のあ

る中山間地域の生活機能支障を守るための対策を推進します。道路

ネットワークの寸断によるリスクの軽減、孤立を想定し、中山間地

域における生活必需品等の充実・確保等の対策を推進します。 

 

   重点項目 ★ 

1 
 

取組項目 
中山間地域における(集落)孤
立化への対策の推進 

所管部署 

防災対策課 
森林課 

道路予防保全課 
道路維持課 
地域建設課 

施策概要 

災害時、中山間地域における集約の孤立のリスクを軽減するため、橋梁の耐震化

や道路の法面対策を推進していきます。 

また、中山間地における孤立を想定し、各地区・避難所等の防災倉庫に保管する

物資の 適な配置を検討します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

林道改良箇所数 
46／205 箇所 

（平成 27年度末）
106／203 箇所 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

林道改良事業 

（森林課）【再掲】 

法面保全を実施 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

林道橋りょう修繕・

耐震化箇所数 

0／20 橋 

（平成 27 年度末）
17／20 橋 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

林道橋りょう修繕・

耐震対策事業（森林

課）【再掲】 

 

         

点検(全 59 橋) 点検(全 59 橋) 
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事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

耐震化橋りょう箇所

数 

70／90 橋 

（平成 27年度末）
90／90 橋 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

橋りょう耐震対策事

業（道路予防保全課） 

橋りょうの落橋防止装

置装置の設置 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

要対策箇所の対策工

実施 

132／606 箇所 

（平成 27年度末）
288／606 箇所 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

道路防災対策事業

（道路維持課・地域

建設課）【再掲】 

道路防災カルテによる

点検の実施及び危険性

の高い箇所から道路防

災対策工事（法面対策）

を実施 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

備蓄用食料等整備事

業（防災対策課）【再

掲】 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

備蓄用資機材等整備

事業（防災対策課）

【再掲】 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

6 推進項目 

避難所等での生活を守る 

劣悪な衛生環境等による避難所の生活環境の悪化や、災害関連死を

防ぐため、避難所や在宅避難者の生活環境の確保のための取組や、

災害時要配慮者の避難生活の支援の充実等の取組を推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

1 
 
 

取組項目 
災害時要配慮者に係る広域支

援体制の整備 
所管部署 

地域福祉課 
障がい福祉課 

施策概要 

劣悪な衛生環境等による避難所の生活環境の悪化や、災害関連死を防ぐため、災

害時要配慮者支援の広域相互支援体制の整備を検討します。 

また、災害時要配慮者生活支援資機材を整備するとともに、避難行動要支援者名

簿及び個別支援台帳を作成します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所模擬体験事業

（障がい福祉課） 
         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

福祉事業所版 BCP

計画策定支援事業

（障がい福祉課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

避難行動要支援者同

意率 

81％ 

（平成 27 年度末）
85％ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難行動要支援者の

支援対策（地域福祉

課）【再掲】 

避難行動要支援者の同

意率の向上及び地域の

支援体制構築 
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    重点項目  

２ 

取組項目 避難所の円滑な運営 所管部署 

防災対策課 
保健衛生課 

感染症予防課 
健康政策課 

施策概要 

劣悪な衛生環境等による避難所の生活環境の悪化を防ぐため、避難所運営マニュ

アルの見直しを行います。 

また、避難所における「食品衛生マニュアル」および「環境衛生マニュアル」の

見直し、充実を図ります。 

緊急時の人材確保のため「看護師」「栄養士」「保健師」等の人材登録制度を検討

します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所運営マニュア

ルの見直し・充実（防

災対策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

食品衛生マニュアル

の見直し・充実（保

健衛生課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

環境衛生マニュアル

の見直し・充実（感

染症予防課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「看護師」「栄養士」

「保健師」等の人材

登録制度の検討（健

康政策課） 
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重点項目 ★ 

３ 

取組項目 
避難所の停電対策整備及び普

及啓発 
所管部署 

防災対策課 
学校づくり推進課 

施策概要 

避難所の生活環境を確保するため、「防災施設の停電対策等に関する整備基準」に

基づき、避難所の可搬型発電機及び PHV 車などの災害時の効果的な活用に向け

た整備事業を推進するとともに、避難所の停電対策設備を活用した防災訓練を実

施し、平常時からの地域と行政の連携を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

指定避難所におけ

る、外部給電装置の

整備数 

3／28 箇所 

（平成 27年度末）
28／28 箇所 平成 33 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所停電対策設備

整備事業 

（防災対策課・学校づ

くり推進課） 
避難所にプリウス PHV
等外部給電設備から給

電ができるように改修 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所の停電対策設

備を活用した防災訓

練（防災対策課） 
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     重点項目  

４ 

取組項目 避難所の通信設備の充実 所管部署 
防災対策課 

学校づくり推進課 

施策概要 

避難所の生活環境を確保するため、「防災施設の停電対策等に関する整備基準」

に基づき、避難所で災害情報を入手するため、ケーブルテレビ及び Wi-Fi 環境の

整備を推進します。 

また、大規模災害時、避難所から地区対策活動拠点施設及び災害対策本部との連

絡を可能とするため災害時優先電話の整備を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

避難所におけるテレ

ビ及び Wi-Fi 環境の

整備 

0／28 箇所 

（平成 27年度末）
28／28 箇所 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所通信設備整備

事業（防災対策課・

学校づくり推進課）

ケーブルテレビ、Wi-Fi

環境の整備、災害時優

先電話の整備 
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重点項目 ★ 

5 
 

取組項目 
災害用便槽の整備及び普及啓

発 
所管部署 

防災対策課 
下水道建設課 

施策概要 

避難者の健康と避難所の衛生環境を確保するため、「災害用便槽設置基準」に基

づき、避難所へ下水道接続型災害用便槽及び貯留型災害用便槽の整備を実施しま

す。 

また、災害便槽を活用した訓練を実施し、平常時から地域と行政の連携を図りま

す。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

災害便槽の整備（接

続型・貯留型） 

54 か所 
貯留型：17 か所
接続型：37 か所
（平成 27 年度末）

109 か所 
貯留型：46 か所
接続型：63 か所

 
平成 32 年度 
平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害用便槽整備事業

（防災対策課） 

単独貯留型災害用便
槽の整備 

         

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害用便槽整備事業

（下水道建設課） 

下水道接続型災害用
便槽の整備 

         

事業計画 

災害用便槽設置訓練

（防災対策課・下水

道建設課） 
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    重点項目  

６ 

取組項目 避難所の衛生保全対策の推進 所管部署 
ごみ減量推進課 

清掃業務課 
清掃施設課 

施策概要 

速やかに避難所の衛生保全を確保するため、「豊田市災害廃棄物処理計画」により

仮設トイレ等の設置、し尿処理、避難所ごみの対策を図ります。訓練の実施・検

証を行い、計画の実行性を高めていきます。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市災害廃棄物処

理計画に基づく訓練

の実施・検証（ごみ

減量推進課・清掃業

務課・清掃施設課） 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

7 推進項目 

二次災害から生活を守る 

揺れや液状化等により被災した建物や宅地等において、二次災害が

発生することを防ぐため、被災建築物や被災宅地に関する危険度判

定体制を充実します。 

 

    重点項目  

1 

取組項目 

被災建築物応急危険度判定

士・被災宅地危険度判定士の養

成とその実施体制の整備 
所管部署 

建築相談課 
開発審査課 

施策概要 

揺れや液状化等により被災した建物において二次災害が発生することを防ぐた

め、被災建築物応急危険度判定士を養成するとともに、訓練等の実施により実施

体制の整備を推進します。 

また、大規模な地震等の災害により被災した宅地について、二次災害の危険性が

あるかどうかを判断する被災宅地危険度判定士を養成し、被災宅地危険度判定の

実施体制の整備を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

応急危険度判定に関

する事業（建築相談

課） 

講習会の案内、連絡訓
練の実施、その他訓練
の案内等 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

被災宅地危険度判定

に関する事業（開発審

査課） 

講習会の案内、内部訓
練の実施 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

8 推進項目 

仮設住宅・一時的な転居先での生活を守る 

自宅の全壊等で、多数の一時的な住まいの需要が発生することに対

応するため、仮設住宅の建設、市営住宅をはじめとした公共賃貸住

宅への入居体制の整備、民間借り上げ住宅の提供のための体制を整

備します。 

 

    重点項目  

1 

取組項目 応急仮設住宅等の確保 所管部署 建築住宅課 

施策概要 

自宅の全壊等で、多数の一時的な住まいの需要が発生することに備え、応急仮設

住宅の建設候補地及び「応急仮設住宅建設・管理マニュアル」の見直しを行うと

ともに、応急仮設住宅の建設に係る愛知県との連絡体制の確認、候補地台帳の更

新、模擬訓練に参加することにより、被災時の応急仮設住宅建設を円滑に実施す

るための体制を整備します。 

また、愛知県と情報交換を行い、市内にある公営住宅の空き家を把握することに

より、被災時の一時入居に係る体制整備を促進します。 

民間賃貸住宅の提供については、愛知県と関連団体との協定に基づき、提供され

た民間賃貸住宅の情報を把握することにより、入居管理体制の整備を推進します。

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

応急仮設住宅関連業

務 

災害時における応急
仮設住宅等の入居手
続き等入居管理業務
体制の整備 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

9 推進項目 

帰宅困難者等を支援する 

外出先や勤務先での被災により、駅周辺等において大量の帰宅困難

者が発生することに対応するため、帰宅困難者を支援する取組等を

推進します。 

 

    
重点項目 ★ 

1 

取組項目 
帰宅困難者及び緊急避難者等

支援対策の推進 
所管部署 

防災対策課 
商業観光課 

施策概要 

外出先や勤務先での被災により、豊田市駅周辺で発生が予測される帰宅困難者に

よる混乱の抑制を図るため、駅前周辺の関係者と連携した帰宅困難者等の対策を

推進します。 

また、郊外周辺の帰宅困難者対策として、徒歩帰宅者支援や道路等の交通支障を

来すばかりでなく、思わぬ二次災害を招かないためにも行動ルール等を検討し、

対策を推進していきます。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市駅周辺の帰宅

困難に関する対策協

議会の設立・運営（防

災対策課・商業観光

課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

郊外周辺の帰宅困難

者対策行動ルールの

検討・啓発（防災対

策課・商業観光課）

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

帰宅支援マップ作成

（防災対策課） 
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2 対策の柱 生活を守る 
   

10 推進項目 

教育を守る 

大規模災害から学校及びこども園等の教育を守るため、教職員及び

保育士に対する研修の実施や防災マニュアルの充実等の取組を推進

します。 

 

    重点項目  

１ 

取組項目 
学校及びこども園等における

防災マニュアルの充実 
所管部署 

学校教育課 
保育課 

施策概要 
大規模災害に日常的に備え、発生時に適切な対応ができるよう、各こども園、小

中学校、特別支援学校等の実情に応じた防災マニュアルを作成・更新します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

危機管理マニュアル

の作成・更新（学校

教育課・保育課） 

         

 

    重点項目  

2 

取組項目 
教職員及び保育士の防災研修・

訓練の実施 
所管部署 

学校教育課 
保育課 

施策概要 
大規模災害に備え、防災マニュアルを活用した研修や緊急地震速報を利用した訓

練等の実施により教職員及び保育士の防災意識の向上を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

危機管理マニュアル

を活用した研修・訓練

の実施（学校教育課・

保育課） 
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   重点項目  

3 

取組項目 文化財対策の推進 所管部署 文化財課 

施策概要 
貴重な文化財を守るため、災害発生時に緊急搬出できるよう、文化財レスキュー

実施台帳の充実を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

文化財レスキュー実

施台帳の作成・更新 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更新 

作成 
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3 対策の柱 社会機能を守る 
   

1 推進項目 

行政機能を守る 

大規模災害発生時に、中心となって災害対応にあたる行政の人的・

物的資源の確保、応急対策の円滑な実施、業務継続等を確保するた

め、人的・物的資源の配置の見直し、物資・資機材等の確保、業務

継続計画の見直し等の取組を推進します。 

 

 

   
重点項目 ★ 

1 
 

取組項目 
豊田市業務継続計画（BCP）

の見直し 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

大規模災害発生時に行政機能の業務継続を確保するため、豊田市地震被害予測結

果等を踏まえ、PDCA サイクルの取組により、豊田市業務継続計画（BCP）の見

直しを実施するとともに、豊田市業務継続計画（BCP）に関する職員研修の充実

を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市業務継続計画

（ＢＣＰ）の見直し

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市業務継続計画

（ＢＣＰ）の職員研

修 

職員研修、E ラーニン

グ制度などを活用した

研修の充実化 

         

 

 

 

 

 

 

 



82 
 

 

   
重点項目 ★ 

2 
 
 
 

取組項目 

市庁舎等の燃料、物資や資機

材の調達体制、配備状況の見

直し 
所管部署 

(総)庶務課 

（消）総務課 

（上下水）総務課 

契約課 

財産管理課 

防災対策課 

施策概要 

大規模災害発生時に、行政機能を維持するため、市役所や消防署等において必要

となる災害応急活動に従事する緊急通行車両や、災害対策本部となる市役所庁舎

等の防災拠点における自家発電設備等の燃料確保を図るために、石油商業組合と

の協定等に基づき、円滑に燃料を確保できる体制を整備します。 

また、災害活動に必要となる物資や資機材の配備状況について確認・検証を図る

とともに、各種協定について、庁内及び外部機関との重複を確認するなど、毎年

度その実効性について確認します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

物資や資機材の配

備状況の確認・検

証（(総)庶務課・

（消）総務課・（上

下水）総務課・契

約課・財産管理

課・防災対策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

協定に基づく訓練

の実施・検証 

（(総)庶務課・（消）

総務課・（上下水）

総務課・契約課・

財産管理課・防災

対策課） 
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   重点項目  

3 
 
 

取組項目 
参集時の職員に対する物資・資

材等の対策の推進 
所管部署 人事課 

施策概要 

大規模災害発生時に、中心となって災害対応にあたる行政の人的資源を確保する

ため、参集時の職員用の食事、水及び簡易トイレの準備状況及び供給体制につい

て検証し、物資・資材の確保を図ります。また、災害対応業務にあたる職員に対

し、メンタルケアを実施する体制を確保します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

職員向け食料の備蓄

及び物資・資材等の

確保 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

メンタルケアの実施

体制の検討 
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重点項目 ★ 

4 
 

取組項目 
災害対策本部上重要な庁舎等

の強化 
所管部署 

防災対策課 
財産管理課 
文化振興課 
警防救急課 

指令課 
（消）総務課 

施策概要 

大規模災害発生時に、災害対応にあたる職員の勤務場所や備蓄物資等の配置計

画、災害時に備えた庁舎設備の見直しを行います。 

災害対策本部上重要な庁舎において、浸水時を想定した機能の移転調整等の見直

しによって、行政機能を停止させることなく業務を継続する体制を強化します。

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

非常用電源浸水対策 

対象庁舎 

1 庁舎／3 庁舎 
（平成 27 年度末）

3 庁舎／3 庁舎 

平成 28 年度 
非常用電源 72 時間確

保対象庁舎 

2 庁舎／3 庁舎 
（平成 27 年度末）

3 庁舎／3 庁舎 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

庁舎浸水被害対策事

業（財産管理課） 

非常用電源浸水対策 
（南庁舎、西庁舎） 
非常用電源 72 時間確
保（南庁舎） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

消防本部浸水対策計

画の策定と見直し 

（警防救急課・指令

課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

浸水等の災害に備え

た消防本部機能維持

に係る施設改修 

（（消）総務課） 

 

         検討 
改修

改修 
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事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

市民文化会館（災害対

策本部のバックアッ

プ）の整備（文化振興

課） 

         

 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害対策本部移転マ

ニュアルの策定、見直

し（防災対策課） 

         

 

 

   重点項目  

5 

取組項目 
被災建築物応急危険度判定の

実施体制の整備 
所管部署 

建築相談課 
防災対策課 

市有施設所管課 

施策概要 

大規模災害発生時に、中心となって災害対応にあたる市有施設を継続して使用す

るため、防災拠点となる市有施設の管理者が、管理する施設の応急危険度判定を

自ら実施するための体制を整備します。 

市内の民間応急危険度判定士による防災拠点の応急危険度判定の実施体制を整

備します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

市内民間応急危険度

判定士への協力要請、

割振り施設等体制の

見直し 

（建築相談課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

市有施設の応急危険

度判定実施体制の整

備（防災対策課・建築

相談課・市有施設所管

課） 

市職員への被災建築物

応急危険度判定士の養

成促進など 
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重点項目 ★ 

6 

取組項目 
防災拠点施設の非常用電源設

備の確保 
所管部署 

防災対策課 
生涯学習課 

各支所 

施策概要 

災害対応業務を担う拠点施設について、「防災施設の停電対策等に関する整備基

準」に基づき、発災時の施設の機能を 72 時間以上確保するため、非常用電源設

備の充実を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

地区対策活動拠点施

設のうち、非常用発電

設備の運転が 72 時間

以上可能な施設数 

3／27 箇所 

（平成27年度末）

（旭支所、浄水交流館、

前林交流館実施済） 

5／27 箇所 
（藤岡支所・小原支

所） 
平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

地区対策活動拠点施

設の非常用電源設備

整備（防災対策課・生

涯学習課・各支所） 
非常用発電設備の運転

が 72 時間以上可能な設

備の設置・改修を行う 
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重点項目 ★ 

7 

取組項目 ＩＣＴ-ＢＣＰの見直し 所管部署 情報システム課 

施策概要 

災害や障害発生時等における業務の継続性を確保するために、基幹系システム、

行政情報ネットシステム及び行政ネットワークに関するＩＣＴ－ＢＣＰを、ＰＤ

ＣＡサイクルの取組により見直します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

ＩＣＴ-ＢＣＰの見直

し 

         

 

 

 

   重点項目  

8 

取組項目 
大規模災害時における環境測

定機能の維持対策の推進 
所管部署 環境保全課 

施策概要 

大規模災害時に、環境面における市民の安全・安心を確保するため、環境測定事

業者との災害時モニタリング協定を含む非常時に備えた監視体制の維持、見直し

を図るなど必要な対策を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

非常時に備えた監視

体制の維持、見直し

         

 

  

協定の締結 

監視体制維持・見直し 
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3 対策の柱 社会機能を守る 
   

2 推進項目 

治安を守る 

大規模災害発生時に、治安維持機能の低下や犯罪機会の増加等を防

ぐため、訓練の実施等の取組を推進するとともに、被災地域におけ

る地域安全活動を推進します。 

 

   重点項目  

1 
 

取組項目 
被災地域における地域安全活

動の推進 
所管部署 交通安全防犯課 

施策概要 

大規模災害発生時に、治安維持機能の低下による犯罪の抑止のため、平常時から

豊田警察署、足助警察署と連携した地域安全情報の連絡体制を強化するとともに

自主防犯活動団体に対して非常時に想定される治安悪化について情報提供する

など、災害時の自主防犯活動の対応を考える機会を設け、実際の活動につながる

支援を行います。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

自主防犯活動の支援          

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

非常時における豊田

警察署、足助警察署と

の連絡体制の強化 
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3 対策の柱 社会機能を守る 
   

3 推進項目 

ライフライン機能を守る 

発災後のライフライン供給機能の途絶を防ぐため、ライフライン関

係機関との円滑な協力体制の確立や、水道施設、下水道施設の耐震

化等の機能維持対策を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

1 
 

取組項目 
ライフライン関係機関との連

携の推進 
所管部署 防災対策課 

施策概要 
発災後のライフライン供給機能の途絶に備え、ライフライン関係機関との連絡を

密にし、災害時の円滑な協力体制の確立を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

ライフライン関係機

関との情報交換 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

ライフライン関係機

関との訓練の検討・実

施 
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重点項目 ★ 

2 
 
 

取組項目 水道施設の耐震化の推進 所管部署 
水道整備課 

上水運用センター 
水道維持課 

施策概要 

発災後のライフライン供給機能の途絶を防ぐため、重要施設へ供給する配水管の

耐震化を進めるとともに、主要な配水場を結ぶ幹線管路の耐震化に取り組んでい

きます。 

配水場等の耐震化は、医療機関へ送る施設を優先的に実施することにより、安全・

安心な給水の確保に向けた対策を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

水道管路の耐震化率 21.5％ 

（平成 27 年度末）
22.0％ 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

水道管路耐震化事業

（水道整備課・水道維

持課） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

配水池の耐震化率 58.0％ 

（平成 27 年度末）
80.0％ 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

主要配水場耐震化事

業（上水運用センタ

ー） 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

応急給水市民 1 人当

たり 20 供給できる

日数 

8.19 日 

（平成 27 年度末）
10 日 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

上水道拡張事業（水道

整備課） 
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重点項目 ★ 

3 

取組項目 下水道施設の長寿命化の推進 所管部署 下水道建設課 

施策概要 

発災後のライフライン供給機能の途絶を防ぐため、緊急輸送道路、鉄道、河川等

の下に埋設されているものや重要施設と結ばれている下水管路には老朽管も多

いため、管渠破損等による道路陥没やマンホールの浮上による交通障害の発生を

抑制するため、耐震性を兼ね備えた施設の長寿命化を実施し、下水機能の確保を

図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

長寿命化対策延長 
12.0 ㎞ 

（平成 27 年度末）
28.8 ㎞ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

下水道管路長寿命

化対策事業 
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3 対策の柱 社会機能を守る 
   

4 推進項目 

交通・物流・食料供給機能を守る 

発災後の交通機能の支障により、物流機能や食料供給機能の途絶が

発生することを防ぐため、緊急輸送を担う道路の整備、施設の耐震

化等を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

1 

取組項目 
緊急輸送道路等の災害対策の

推進 
所管部署 

道路維持課 
地域建設課 

道路予防保全課 
建築相談課 

施策概要 

大規模災害の発災直後から発生する緊急輸送及び消火活動を着実に実施するた

め、緊急輸送道路及び緊急啓開道路の災害対策を優先するとともに、沿道の建築

物の耐震化を促進し、緊急時の道路ネットワークを確保します。 

また、地震発生後における道路の途絶による集落の孤立等を防ぐための早期の通

行確保に向け、被害状況の把握や復旧への早期着手及び資機材の速やかな調達に

おける地元業者との協定に基づき、道路啓開作業の徹底を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

耐震化橋りょう箇

所数 

70／90 橋 

（平成 27 年度末）
90／90 橋 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

橋りょう耐震対策

事業（道路予防保全

課）【再掲】 

橋りょうの落橋防
止装置の設置 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

要対策箇所の対策

工実施 

132／606 箇所 

（平成 27 年度末）
288／606 箇所 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

道路防災対策事業

（道路維持課・地域

         



93 
 

建設課）【再掲】 

道路防災カルテによ

る点検の実施及び危

険性の高い箇所から

道路防災対策工事（法

面対策）を実施 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

沿道建築物の耐震

化促進事業（建築相

談課） 

         

 

 

   重点項目  

2 
 

取組項目 無電柱化の推進 所管部署 
都市整備課 

区画整理 1 課 

施策概要 
地震発生時に、電柱倒壊による災害の防止、情報通信ネットワークの信頼性の向

上を図るため、無電柱化を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

市道中町線ほか３路

線（都市整備課） 

 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

都市計画道路曙線ほ

か７路線（区画整理１

課） 

         

中町線 

旧城線 

（都）西山上挙母線 

小坂西町２号線 

(都)曙線 

(都)土橋北停車場線 

(都)寺部御立線 

 (都)八橋駅前線 

寺部 11-1 号線 

寺部 11-2 号線

寺部 16-1 号線 

（都）豊田則定線
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3 対策の柱 社会機能を守る 
   

5 推進項目 

遺体への適切な対応を守る 

大規模災害の発生により、多数の死者や身元不明の遺体が発生した

場合に、適切な遺体対応が困難になることを防ぐため、火葬場の相

互応援に係る協定や訓練の実施、検視や身元確認体制の整備等の取

組を推進します。 

 

   重点項目  

1 

取組項目 
検視・身元確認用資機材の整備

及び訓練の実施 
所管部署 

保健衛生課 
（福）総務課 

施策概要 

大規模災害の発生により、多数の死者や身元不明の遺体が発生することにより、

適切な遺体対応が困難になることに備え、大規模災害時に多数の死者や身元不明

の遺体が発生した場合に、適切な遺体対応が行えるように安置所の選定や棺や死

体袋などの関連資機材の確保、設営訓練の実施など適切な処置が実現できる体制

を整備します。 

また、火葬場の遺体を円滑に火葬するため、災害を想定した図上訓練を実施しま

す。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

火葬場相互応援協力

協定に係る図上訓練

（（福）総務課） 
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3 対策の柱 社会機能を守る 
   

6 推進項目 

ものづくりを守る 

大規模災害の発生により、事務所や工場、店舗、倉庫等が被災し、

経済活動の停止や、雇用喪失・収入途絶による生活支障が生じるこ

とを防ぐため、平常時からの事業所等での防災対策や BCP の策定

支援、それに伴う融資制度の充実等の取組を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

1 

取組項目 
平常時からの事業者への啓発

の実施 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

大規模災害の発生により、事務所や工場、店舗、倉庫等が被災し、経済活動の停

止や、雇用喪失・収入途絶による生活支障が生じることを防ぐため、豊田市地震

対策事業者連絡会の場を活用して、大学を始め専門機関等と連携を取りながら啓

発を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

地震対策事業者連絡

会の開催 

事業者の災害対応力
向上につながるよう
な研修会、講演会等を
開催 
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重点項目 ★ 

2 
 

取組項目 事業所による防災対策の促進 所管部署 
ものづくり産業振興課

商業観光課 
障がい福祉課 

施策概要 

大規模災害の発生により、事務所や工場、店舗、倉庫等が被災し、経済活動の停

止や、雇用喪失・収入途絶による生活支障が生じることを防ぐため、平常時から

の事業所等での防災対策や BCP の策定支援、それに伴う融資制度の充実等の取組

を推進するとともに、経済活動の回復のために必要な対策について検討します。

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

製造業事業所への

BCP 計画策定啓発活

動（ものづくり産業振

興課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

福祉事業所版 BCP 計

画策定事業（障がい福

祉課）【再掲】 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市商業活性化推

進交付金を活用した

BCP 作成支援  

（商業観光課） 
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4 対策の柱 迅速な復旧・復興を目指す 
   

1 推進項目 

復興方針・体制づくりを進める 

大規模災害発生後、迅速な復興を果たすためには、事前に復興に関

する体制を整備しておくことが重要です。迅速な復興を目指し、復

興体制の整備等について、事前に取り組むべき対策を推進します。

 

   重点項目  

1 

取組項目 復興体制の整備 所管部署 
都市計画課 
防災対策課 

施策概要 

被災後の迅速な復興を図るためには、速やかな復興方針の策定と早期の復興事業

の実施が求められます。そのために、大規模災害を想定した復興組織の検討や復

興に向けた事務手続き及び行動手順の整理等、復興体制の整備に向けた検討を推

進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

復興体制の整備検討

（都市計画課・防災

対策課） 
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   重点項目  

2 

取組項目 地籍整備の推進 所管部署 農地整備課 

施策概要 
被災後の迅速な復旧・復興を図るため、地籍整備を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

地籍調査を実施した

面積 

76ｋ㎡ 

（平成27年度末）
85ｋ㎡ 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

地籍調査事業 
         

 

   重点項目  

３ 

取組項目 
「り災証明」発行事務の迅速

化 
所管部署 

資産税課 
警防救急課 

消防署 

施策概要 
被災後の迅速な復旧・復興を図るため、「り災証明」発行事務を迅速に処理し市

民生活の復興を促進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

被害調査体制等の検

討（資産税課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

大規模震災時火災調

査要領の策定（り災

証明発行要領を含

む。）（警防救急課・

消防署） 
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4 対策の柱 迅速な復旧・復興を目指す 
   

2 推進項目 

災害廃棄物等の円滑な処理を進める 

発災後における迅速な復旧・復興を図るためには、災害により発生

する大量の廃棄物を円滑に処理することが重要です。市民生活及び

産業活動の早期復旧・復興に寄与するため、災害廃棄物処理体制の

構築等の取組を推進します。 

 

   重点項目  

1 

取組項目 災害廃棄物処理体制の構築 所管部署 

環境政策課 
環境保全課 

廃棄物対策課 
ごみ減量推進課 

清掃業務課 
清掃施設課 

施策概要 

被災後の迅速な復旧・復興を図るため、「豊田市災害廃棄物処理計画」により災

害廃棄物やし尿・生活ごみの処理体制を構築します。計画の実行性を高めるため

に訓練の実施・検証を行うとともに、災害廃棄物処理に係る協定を検討します。

また、大規模災害により発生したごみの路上や空き地への不法投棄を防ぐため

に、大規模災害時におけるごみ出しルールを作成し、市民へ周知を図っていきま

す。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市災害廃棄物処

理計画に基づく訓練

の実施・検証（環境

政策課・環境保全

課・廃棄物対策課・

ごみ減量推進課・ 

清掃業務課・清掃施

設課）【再掲】 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

仮置場の現地確認・

所有者調整（廃棄物

対策課・ごみ減量推

進課） 
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事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害廃棄物処理等に

関する協定の検討

（環境政策課・環境

保全課・廃棄物対策

課・ごみ減量推進

課・清掃業務課・清

掃施設課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

大規模災害時のごみ

出しルール周知（ご

み減量推進課） 
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5 対策の柱 防災力を高める 
   

1 推進項目 

教育啓発・人材育成により市民の防災力を高める 

対策の柱１から４の目標を達成するために、市民一人ひとりに対す

る意識啓発、防災人材の育成のための研修やネットワーク化、防災

に関連する訓練の実施等の取組を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

1 
 

取組項目 防火・防災の指導者育成 所管部署 
防災対策課 

とよた男女共同参画セ

ンター 

施策概要 

防災人材のネットワーク化を図るため、防火防災団体を設立し計画的に指導者育

成を行うとともに、防火・防災啓発事業における一元的な運営形態を確立し、効

率的に防火・防災啓発を推進します。 

発災時に必要となる男女共同参画の視点は、平常時から備えておくことが必要で

あるため、自主防災会などで活用できる出前講座「男女共同参画の視点で考える

防災講座（仮称）」のカリキュラムを作成します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防火防災団体の設立

（防災対策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災啓発指導者研修

の開催（防災対策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

自主防災会育成事業

（防災対策課） 

効果的なリーダーの養

成の為のカリュキュラ

ムの作成・講座の開催 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

（仮称）防災アドバイ

ザー派遣制度（防災対

策課） 

     

    

仮運用

本運用

仮運用
本運用
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事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

出前講座「男女共同参

画の視点で考える防

災講座（仮称）」のカ

リキュラム作成（とよ

た男女共同参画セン

ター） 

         

  

カリキュラ

ム検討 

実施 
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重点項目 ★ 

2 
 

取組項目 防火・防災の啓発 所管部署 
防災対策課 

予防課 

施策概要 

地域の総合的な防災力強化のため、自主防災会リーダー養成講座をはじめ自主防

災組織を中心とした活動の支援を行います。 

フェスタや防災演習等の各種イベントの開催や、防災教育教材・啓発資材等の活

用を行い、市民の防災意識の高揚を図るとともに、出前講座等を通じて市の災害

対策の取組等を説明し、市の災害対策に対する市民の理解を深めるよう取り組ん

でいきます。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

自主防災組織の活性

化 

（防災対策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

各種イベント、防災

演習等の実施（防災

対策課） 
防災出前講座・市民総

合防災演習等の実施 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

各種イベントの開催

（予防課） 

消防フェスタ、消防こ

ども写生大会等の開催
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   重点項目  

3 

取組項目 地震体験車による啓発の実施 所管部署 予防課 

施策概要 

地震体験車による体験を通じて地震発生時の行動を身につけ、あわせて住宅等の

耐震化、家具等の転倒防止を推進し、幼児から高齢者まで幅広く市民への防災意

識の啓発を行います。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災訓練等での地震

体験車を活用した防

災意識の啓発 

         

 

   重点項目  

4 

取組項目 
産学官連携による防災人材の

育成 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

地域の総合的な防災力を高めるため、愛知工業大学地域防災研究センター、名古

屋大学減災連携研究センターと連携して、本市の災害対策に関する課題の解決に

向けた調査・研究を行い、関連する講座を開催するとともに、災害時の被害を減

少させる防災まちづくりを促進するための啓発活動に取り組みます。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

地震対策事業者連絡

会の開催【再掲】 

大学と連携して、事業

者の災害対応力向上に

つながるような研修

会、講演会等を開催 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災カルテの作成・

活用促進【再掲】 

大学と連携して、地域

が防災対策を進めるた

めの基礎資料として活

用する防災カルテを作

成 

         

 

作成

カルテの活用促進・見直し
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5 対策の柱 防災力を高める 
   

2 推進項目 

教育啓発・人材育成により次世代の防災力を高める

対策の柱１から４の目標を達成するために、次世代を担う児童・生

徒に対する意識啓発、防災人材育成のための実践的な防災教育を推

進し、防災に関連する訓練の実施等の取組を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

１ 

取組項目 防災教育の充実 所管部署 
防災対策課 
学校教育課 

保育課 

施策概要 

次世代を担う児童・生徒の総合的な防災力を高めるため、防災教育参考資料や地

元の災害履歴等を活用した防災学習の実施、専門家の指導・助言を取り入れた防

災訓練の実施により、防災教育の充実を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

こども園における

防災教育の充実

（保育課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

小中学校における

実践的防災教育の

充実（学校教育課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

小中学校における

防災教育参考資料

を活用した教育の

実施（学校教育課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

高等学校における

防災教育の実施

（防災対策課） 

         



106 
 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

大学における防災

教育の実施（包括

連携）（防災対策

課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

私立学校における

防災教育の実施

（防災対策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

全庁的な防災教育

事業の共有（新 

豊田市防災教育連

携会議）（防災対策

課・学校教育課・

保育課） 

 

 

 

 

       

   

   重点項目  

２ 

取組項目 
学校給食での災害時用食材の

提供 
所管部署 保健給食課 

施策概要 

次世代の総合的な防災力を高めるため、防災の日に学校給食で災害時用食材を提

供し、児童生徒へ防災意識の啓発を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

学校給食での災害時

用食材の提供 
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5 対策の柱 防災力を高める 
   

3 推進項目 

教育啓発・人材育成により消防団の防災力を高める

対策の柱１から４の目標を達成するために、地域の災害対応の一翼

を担う消防団員に対する意識啓発と災害活動に携わる消防職員、消

防団員の人材能力の向上を図る取組を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

1 

取組項目 消防団等の活動充実・強化 所管部署 （消）総務課 

施策概要 

地域防災力の中核としての役割を担う消防団の充実・強化を図るため、消防団員

の確保対策を推進します。また、大規模災害時における消防団員の具体的な活動

要領を示した「豊田市消防団大規模災害時等活動マニュアル」を関係計画等の見

直しに合わせ改訂し、充実を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

登録事業所数 
0 か所 

（平成27年度末）
60 か所 平成 30 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

(仮称)消防団応援事

業 

消防団応援事業の創設

及び事業所の登録 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

機能別団員数 
136 人 

(平成 27年 4月現在)
300 人 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害支援機能別団員

と学生機能別団員の

確保 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市消防団大規模

災害時等活動マニュ

アルの見直し 
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重点項目 ★ 

2 

取組項目 
消防職員・消防団員の教育内容

の充実強化 
所管部署 （消）総務課 

施策概要 

高度な専門知識と技術、実践力を習得した消防職員と消防団員を育て、消防の災

害対応能力を向上させるため、消防学校等への教育訓練派遣の充実・強化を図り

ます。また、水防訓練の見直し、内容の充実を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

消防職員・消防団員

の教育事業 

消防大学校、愛知県消

防学校等への教育派遣
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5 対策の柱 防災力を高める 
   

4 推進項目 

教育啓発・人材育成により市職員の防災力を高める

対策の柱１から４の目標を達成するために、市職員に対する意識啓

発、防災人材の育成のための研修やネットワーク化、防災に関連す

る訓練の実施等の取組を推進します。 

 

   重点項目  

１ 

取組項目 
市職員への防災人材育成プロ

グラムの実施 
所管部署 

人事課 
防災対策課 

施策概要 

市職員の防災力を高めるため、市職員に対する防災研修を体系的なプログラムで

実施し、職員の防災意識の高揚及び災害対応能力の向上を図ります。 

また、新規採用職員全員が防災基礎研修を受講し、防災意識を高める実践的かつ

様々な方法を取り入れた図上訓練（ロールプレイング型、討議型等）を反復・継

続して実施・検証し、災害対応能力を強化します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

職員への防災基礎研

修の実施（人事課・

防災対策課） 
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5 対策の柱 防災力を高める 
   

5 推進項目 

教育啓発・人材育成によりボランティアの防災力を

高める 
対策の柱１から４の目標を達成するために、ボランティアに対する

意識啓発、防災人材の育成のための研修やネットワーク化、防災に

関連する訓練の実施等の取組を推進します。 

 

   重点項目  

1 

取組項目 
ボランティアによる支援体制

の整備 
所管部署 

防災対策課 
次世代育成課 
子ども家庭課 

市民活動センター 
旭・足助・稲武・小原・下

山・高岡・藤岡支所 

施策概要 

大規模災害時にスムーズに社会福祉協議会と共同で災害ボランティアセンター

を設置・運営できるように、運営を担う災害ボランティアコーディネーターの育

成など、災害時におけるボランティア体制を整備します。 

また、防災ボランティア団体・ＮＰＯ団体との連携を推進し、災害時のボランテ

ィア活動の支援体制の強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害ボランティア支

援センター設置運営

訓練の実施（防災対

策課、次世代育成課、

子ども家庭課 

市民活動センター、

旭・足助・稲武・小

原・下山・高岡・藤

岡支所） 
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   重点項目 ★ 

1 
 
 

取組項目 
受援計画の策定及び防災活動

拠点の見直し、確保 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

地域の総合的な防災力を高めるため、大規模災害発生時に消防活動・災害応急復

旧等の応援部隊や物資の広域的な応援を受け入れるため、受援計画を策定し、防

災拠点の確保を図り、各部隊の活動に必要な環境を整えることで、受援体制の強

化を図ります。 

また、緊急避難場所及び避難所の指定に伴い、避難所看板の標識デザイン及び設

置場所を見直し、災害時の避難誘導機能の強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

豊田市受援計画の策

定 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

BCP との整合性を確

保した受援計画の見

直し 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

避難所表示看板の整

備箇所数 
48／122 箇所 122／122 箇所 平成 29 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所表示看板の整

備 

         

 

 

5 対策の柱 防災力を高める 
   

6 推進項目 

物資・設備・空間の充実により防災力を高める 

対策の柱１から４の目標を達成するために、災害対応を効果的に実施

する施設や拠点の整備、災害対応を実施するための各種資機材の整備

等の取組を推進します。 
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   重点項目  

2 

取組項目 
市民に対する防災学習の施設

の強化 
所管部署 予防課 

施策概要 
防災学習センターから地域の総合的な防災力を高めるための情報を発信し、市民

に対する防災啓発活動を実施する体制づくりを推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

年間利用者数 
23,656 人 

(平成 27 年度末)
25,000 人 平成 30 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災学習センターで

の防災啓発活動 

防火・防災講座、企画展

等の開催 

         

 

 

   重点項目  

3 
 

取組項目 
広域避難地等となる公園緑地

整備の推進 
所管部署 公園課 

施策概要 
地域の総合的な防災力を高めるため、広域避難地等となる都市公園の整備を推進

します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

毘森公園再整備事業 

広域避難地としての防

災機能を有する公園の

整備 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

中央公園第２期整備事

業  

広域避難地・防災活動拠

点となるオープンスペ

ースの整備 
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   重点項目  

4 

取組項目 消防施設・資機材の充実 所管部署 
警防救急課 

（消）総務課 

施策概要 

複雑多様化する各種災害に迅速かつ的確に対応するため、消防車両の整備を推進

していきます。また、地域防災力の中核としての役割を担う消防団の充実・強化

を図るため施設や資機材を整備します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

消防車両及び消防団

車両の充実と更新 

（警防救急課・（消）

総務課） 

消防整備基本計画に基

づく車両整備 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

消防団詰所格納庫市

有化数 

84 箇所 

（平成27年度末）
88 箇所 平成 30 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

消防団詰所格納庫整

備事業（（消）総務課）

詰所格納庫の建替え、

再配置及び統廃合によ

る適正化 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

消防団安全装具配備

事業（（消）総務課）

消防整備基本計画に基

づく消防団への安全装

具等の貸与 
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5 対策の柱 防災力を高める 
   

7 推進項目 

災害情報の充実により防災力を高める 

対策の柱１から４の目標を達成するために、災害情報の収集や伝達

機能の向上、そのための各種備品や資機材の整備、システム・ネッ

トワークの運用等の取組を推進します。 

 

   重点項目  

1 
 
 

取組項目 
次世代型災害情報システムの

構築 
所管部署 

防災対策課 
交通政策課 

指令課 

施策概要 

大規模災害時に、限られた情報を有効に活用するため、被害情報収集、地理情報、

被害予測、人的・物的資源管理を始めとする各種防災関係システムの統合化やプ

ラットフォームの共通化を可能とする、「次世代型災害情報システム」の構築に向

けて名古屋大学や県内関係市町村と共同で研究開発及び実証実験を行います。 

豊田市内の防災・災害情報や交通情報をＷeb・アプリ上で提供を図ることによっ

て、普段から市民の防災意識を高めます。 

平成２７年度に運用開始した消防救急デジタル無線及び高機能消防指令システム

の検証を実施し確実な機器操作を行い、迅速な災害対応を図ります。また、イン

ターネット等を活用した、音声以外の新たな１１９番通報手段を確保します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「みちナビとよた」で
の災害・防災情報の提
供（交通政策課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

１１９番受付用指令シ

ステムと消防業務用通

信機器の維持管理及び

定期更新(指令課) 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36
インターネットやメ
ールを活用した通報
手段の構築（指令課）

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

名古屋大学と連携し
た地域災害対応アプ
リケーション技術の
開発（防災対策課） 
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重点項目 ★ 

2 
 
 

取組項目 防災情報の多角化 所管部署 防災対策課 

施策概要 

防災情報を市民に効率的に伝達するため、既存の情報伝達手段の普及促進と併せ

て、新たな技術の導入も視野に入れた効果的な情報伝達手段について調査・検討

を行い、情報伝達の多角化を推進します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

防災行政無線と自治

区放送設備との接続

自治区数 

86 自治区 

（平成27年度末）
115 自治区 平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災行政無線と自治

区放送設備との接続

整備【再掲】 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

緊急メールとよた登

録者数 
30,000 件 

（平成27年度末）

57,000 件 
※3,000 件／年増

平成 36 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

緊急メールとよたの

普及推進【再掲】 

         

事業計画 

目標指標 
現状値 

（基準年度） 
目標値 目標年度 

河川監視カメラの整

備箇所数 

1／11 箇所 
（平成27年度末）

11／11 箇所 平成 28 年度 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

河川監視カメラの整

備【再掲】 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

新たな情報伝達手段

（個別型）の検討【再

掲】 
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5 対策の柱 防災力を高める 
   

8 推進項目 

仕組み・制度の構築により防災力を高める 

対策の柱１から４の目標を達成するために、関係機関との連携の強

化、大学等と連携した調査研究等の取組を推進します。 

 

   
重点項目 ★ 

1 
 
 

取組項目 広域的な応援体制の充実 所管部署 防災対策課 

施策概要 

広域的な防災力を高めるため、西三河防災減災連携研究会（９市１町：岡崎市、

碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、知立市、高浜市、みよし市、幸田町）

を活用し、広域連携・支援体制の充実を図ります。 

東日本大震災に伴う災害派遣をきっかけとした東北５市町（福島県矢吹町、宮城

県女川町、七ヶ浜町、東松島市、亘理町）との災害時相互応援協定に基づき、平

常時からの連携の強化を図ります。また、国・県・市町村、防災関係機関との連

携の強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

西三河防災減災連携

研究会を通じた連携

事業 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

西三河防災減災連携

研究会における訓練

の検討・実施 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

東北５市町との協定

に基づく連携事業 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

５大学による包括連

携協定に基づく、災

害対策に関する連携
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重点項目 ★ 

2 
 

取組項目 災害対策本部体制の見直し 所管部署 防災対策課 

施策概要 

地域の総合的な防災力を高めるため、豊田市地震被害予測結果及び豊田市におけ

る災害特性を踏まえて、豊田市災害対策本部体制の人的配置、業務内容等の見直

しを図るとともに、効果的、効率的な運用体制を継続していく仕組みを構築しま

す。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害対策本部体制の

見直し 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害対策本部体制の

見直しに伴う訓練の

実施 
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重点項目  

３ 

 

取組項目 防災部門機能の充実・強化 所管部署 防災対策課 

施策概要 

減災目標を達成するために、災害対策に係る調査・研究体制及び災害応急対策を

専門的に実施する体制を充実するとともに、専門的職員を含めた人員の確保を図

ります。併せて、国県の動きや 新の調査・研究の成果を常に把握しながら、大

学・研究機関と連携した防災体制の強化を図ります。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

名古屋大学との連携

（西三河防災減災連

携研究会） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

防災カルテの作成・活

用促進【再掲】 

大学と連携して、地域が

防災対策を進めるため

の基礎資料として活用

する防災カルテを作成 

         

 

  

作成

カルテの活用促進・見直し
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   重点項目  

4 

取組項目 
外国人に対する災害支援体制

の整備 
所管部署 

国際まちづくり推進課

防災対策課 
予防課 
指令課 

施策概要 

日本語の理解が十分でない外国人は言葉の壁等により情報が十分に伝わりにく

く、災害時に要配慮者となりやすいので、外国人の被害と不安を軽減できるよう、

関係機関やボランティアと協力し、多言語支援や情報提供の体制を整備します。

また、災害時において、外国人が孤立してしまわぬよう、平常時から関係機関と

協力して多言語での防災・災害情報の提供や防災啓発を効果的に行います。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

外国人災害サポート

ボランティア養成講

座の実施（国際まち

づくり推進課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

災害版コミュニケー

ション支援ボードの

普及（国際まちづく

り推進課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

避難所多言語表示シ

ートの配布（国際ま

ちづくり推進課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

外国人住民向け防災

啓発事業（国際まち

づくり推進課、防災

対策課、予防課） 

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

多言語コールセンタ

ーの普及啓発事業

（国際まちづくり推

進課、指令課） 
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   重点項目  

5 

取組項目 

地震防災対策緊急整備事業計

画及び地震防災緊急事業五箇

年計画の見直し 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

減災目標を達成するために、「地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」（地震財特法）に基づく計画の

修正、「地震防災対策特別措置法」（地防法）に基づく計画策定等を必要に応じて

行います。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「地震財特法」に基づ

く計画の修正 

         

事業計画 

「地防法」に基づく計

画策定 

         

 

 

 

  

   重点項目  

6 
 

取組項目 
豊田市災害対策推進計画のフ

ォローアップ 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

減災目標を達成するために、計画の進捗の確認、対策の充実、各項目の実効性の

強化等、本市の災害対策における課題等について継続的に総括的な検討を行いま

す。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「豊田市災害対策推

進計画」の実行性の確

保 

         

「豊田市災害対策推

進計画」の見直し 
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重点項目 ★ 

7 

取組項目 

豊田市防災基本条例及び豊田

市地域防災計画・水防計画の見

直し 
所管部署 防災対策課 

施策概要 

災害対策を推進するため、豊田市地震被害予測調査の結果及び国土強靭化に関す

る取組等を踏まえ、必要に応じて豊田市防災基本条例の見直しを図ります。 

また、豊田市防災基本条例の理念に基づき、豊田市地域防災計画・水防計画の見

直しを毎年実施します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

「豊田市防災基本条例」

の見直しの必要性確認 

         

「豊田市地域防災計

画・水防計画」の見直し 

         

 

   重点項目  

8 
 

取組項目 「地区防災計画」の策定支援 所管部署 
防災対策課 
地域支援課 

各支所 

施策概要 

東日本大震災では、地域における共助が避難所運営等において重要な役割を果た

しました。この経験を踏まえて、各地区の特性や想定される災害に応じて、各地

域が共助による活発な防災活動ができるように、市民が主体となって「地区防災

計画」を策定するための環境整備を行います。 

また、地域の防災訓練等の検証結果を踏まえ、各地域による PDCA サイクルに従

った「地区防災計画」の見直しを支援します。 

災害対応 

の種別 
地震 風水害 大雪 

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

地区防災計画の策定マ

ニュアル作成（防災対策

課・地域支援課・各支所）

         

事業計画 

事業名 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

地区防災計画の策定支

援（防災対策課・地域支

援課・各支所） 

         


